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総合評価 

 

評価対象： 公益財団法人日本オリンピック委員会調査チームが 2016 年 8 月 31 日付けで

公表した「調査報告書」 

 

評 価 日： 2017 年 2 月 20 日 

 

総合評価： Ａ評価 ０名 

Ｂ評価 ０名 

Ｃ評価 ０名 

Ｄ評価 ６名（國廣正、竹内朗、行方洋一、野村修也、八田進二、松永和紀） 

 

Ｆ評価 ２名（久保利英明、齊藤誠） 

 

以上
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個別評価 

 

委員： 久保利 英明 

評価： Ｆ 

理由： 

 

１．本件調査チームの非独立性と報告書の非公開 

本件事件は 2016 年 1 月 14 日に公表された WADA（世界アンチ・ドーピング機構）の追加

報告書に記載された「オリンピック招致に成功した日本が、国際陸蓮会長で IOC 委員でも

あったラミン・ディアク氏に４，５百万ドルの支払いをしたのではないか」との情報に端

を発した。2016 年 5 月 11 日、英紙ガーディアンは日本からの金銭がシンガポールの BT 社

の代表者であるタン氏を介してラミン・ディアク氏へ流れたと報道した。 

フランス検察当局は翌 12 日に捜査中であると公表し、これを契機に日本の国内外でも

様々な報道がなされることとなった。当時の JOC は 2016 年 5 月 13 日に支払は正当である

旨発表したが、その根拠は明らかではない。 

15 日には既に解散していた招致委員会理事長であり、且つ JOC 会長であった竹田恆和氏

が国会の参考人招致を受けたものの、明確な根拠を示して、疑惑を晴らすことはできなか

った。JOC は国会の要請を受けて、事実調査のため、本チームを立ち上げたが、本報告書は、

第三者委員会によるものではない。独立性、中立性、専門性の保証のない組織内部の調査

チームにすぎず、本報告書をとりまとめたものの、ホームページ上などでの公開はせず、

メディアに配布しただけで、メディアもその内容を開示することはなかった。 

 

２．長野オリンピック調査委員会との比較 

かつて 1994 年に招致委員会が長野冬季オリンピック招致決定を受け、1998 年に開催され

た。1994 年頃の活動への疑惑に対して「長野県」調査委員会が設置され、2005 年 11 月に

報告書が作成された。委員会は招致活動の妥当性の検証も視野に入れて、使途不明金や海

外に持ち出した現金の行方を追及したが、会計帳簿の廃棄や関係者の記憶の曖昧さなどの

資料の不足により真相に迫ることができなかった。それでもこの委員会の報告書には「バ

ーミンガム IOC 総会の前に 2億 2500 万円が｢資金前渡し｣の形で現金で持ち出され、その総

会からの帰国後に、約 1億 3500 万円が返金されていることがわかる。結果、差額の約 9000

万円が未返却であり、かつ、使い道の不明な資金であることが明らかとなった。」との記述

があり、ソルトレイクシティー冬期オリンピックやシドニー五輪でも同様の利益供与が報

道された。 

今回の東京招致でも同じ事が起きた可能性が高い。調査対象である東京オリンピック招

致委員会は 2014 年 3 月 31 日を以て解散した事を理由に、パソコンや携帯電話を処分した

から、フォレンジックによるメールの復元調査もできなかった。この調査チームの役割は、

事実を徹底的に調査し、真因を究明することであり、もし、それがかなわなければ、資料

やデータを安易に廃棄し、タン氏とのやり取りの書類や会議録や議事の詳細を記録として

残さなかった招致委員会の在り方を含めて、破棄してはならなかった証拠を喪失させた真

相追究をなすところにあったはずである。 
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ところが、本件チームはそれらの調査をなさず、報告書の公開もせず、根拠となる調査

事実を示さずに招致委員会の認識を勝手に推認し、法令違反はないと断言している。これ

では事実調査チームとは言えない。よって、私にはＦ「不可」としか評価し得ない。 

 

３．詳細な理由 

（１）委員構成の独立性、中立性、専門性について 

本調査委員会は座長を弁護士兼立教大学教授とし、弁護士と公認会計士をメンバーとす

る。報告書には「外部の弁護士、公認会計士」との記載はあるが、その具体的な専門性や

属性についての記載はない。さらに、通常の調査委員会ではほとんど見受けられない「オ

ブザーバー」として、JOC 常務理事、東京都総務局審理担当部長が構成員として記載されて

いる。オブザーバーのメンバーについて具体的権限や事件との関与についての記載はない。

従って、このチームの独立性、中立性、専門性を判断するに足りる記述はなく、判断不能

である。 

 

（２）調査期間と調査体制の十分性、専門性について 

調査期間は 2016 年 5 月 25 日から同年 8月 31 日までであるから、一般的には不十分とは

言えないが、期間の相当性については事案の真相究明の困難性が考慮されるべきである。

本件では、調査において、真相は究明されず、真因も判然としていない。してみれば、調

査期間は決定的に不足しており、態勢の抜本的見直しを含めて、調査をやり直すべき事案

であった。 

 

（３）調査スコープの的確性、十分性 

本件では BT 社やタン氏のコンサルタントとしての能力、適格性、交付した金員及び使途

の正当性や妥当性の検証が求められていた。報告書に依ってもこれらの点はほとんど解明

されておらず、電通が何を根拠に BT 社を推薦し、巨額の資金を提供する事になったのかを

明確にするスコープは採用されていないから、調査スコープは的外れとしか言いようがな

い。 

 

（４）事実認定の正確性、深度、説得力 

（５）原因分析の深度、不祥事の本質への接近性、組織的要因への言及 

BT 社が個人なのか株式会社なのかは不明だし、会社だとしても貸借対照表も損益計算書

も明らかでない。オリンピック招致という国家的事業について大金の支払先がなぜかくも

不透明なのかを調査せずして、真実に迫ることは不可能である。そもそも BT 社を紹介した

電通への調査すらなされていない。タン氏が調査に応じないとすれば、ますます、資金交

付の疑惑はぬぐえない。タン氏とのメールや携帯でのやり取りが廃棄されているとなれば、

その疑惑はいや増すばかりである。招致委員会や都庁・JOC がなぜ BT 社を選び、何を期待

したのか薮の中である。 

 

（６）再発防止提言の実効性、説得性 
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事実調査がほとんど実効性をもたず、真因が究明されないままでは具体的且つ有効な再

発防止策を提言することは不可能である。本報告書が末尾 40 ページに申し訳程度に「（3）

今後に向けて」と題して、「コンサルタントの先行のための内部組織を構築し、・・・招致

活動終了後のしかるべき時に説明を求められた際には、しっかりとした根拠をもって説明

が可能なような体制を整えると言うことである。」と述べ、IOC 倫理規定を引用して契約書

中に贈収賄禁止規定を盛り込むことを提言しているが、FCPA により、贈収賄が国際的に禁

止されて 20 年もたつ現在、この条項が盛り込まれていなかったことの方が驚きである。金

まみれのオリンピック招致活動を防止する提言としては実効性も説得力も持たない。 

 

（７）企業や組織等の社会的責任、役員の経営責任への適切な言及 

（８）調査報告書の社会的意義、公共財としての価値、普遍性 

JOC に対しても東京都に対しても電通に対しても、本報告書は具体的な責任について言及

していない。如何にすればオリンピック招致活動を透明で、公正なものにできるのか、本

報告書はほとんど寄与するところはない。 

 

（９）日弁連ガイドラインへの準拠性と本事件の解決のための問題提起 

本件報告書は日弁連ガイドラインに準拠しない組織内調査チーム報告書である。 

従ってその内容に亘って、ガイドラインに基づく評価はしないが、内部的調査の限界に

直面した以上、せめて第三者委員会に切り換えて、新しい体制とスコープの下での調査の

やり直しの提言はして頂きたかった。 

 

以上
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個別評価 

 

委員： 國廣 正 

評価： Ｄ 

理由： 

 

１．調査チームには何の調査が求められていたのか 

（１）調査チーム設置の経緯 

JOC の「東京 2020 オリンピック・パラリンピック招致委員会」（以下「招致委員会」）

の招致活動について本調査チームが設置された。 

その理由は、招致委員会が 2013 年 7 月 1 日と同年 10 月 4 日に締結したコンサルタント

契約（合計 232 万 5000 ドル）の相手方である BT 社と、BT 社の代表者であるタン氏と親

しい関係にあるパパ・マッサタ・ディアク氏とその父であるラミン・ディアク氏との関係

で、以下の事実が明らかになったためである（末尾添付の「調査報告書」３～４ページ）。 

①ロシアの組織的ドーピング問題を調査した WADA（世界アンチドーピング機構）の第

三者委員会が公表した報告書に、「2020 年オリンピック招致の bid のプロセスにおいて、（日

本と争っていた）トルコ側が要求された金を払わなかったため、IOC 委員でもあったラミ

ン・ディアク氏の支持を失った。記録によると日本側はそれを支払ったことが確認されて

いる。2020 年オリンピックは東京に決められた」という記載がある（なお、第三者委員会

は、その任務はロシアのドーピング問題であって招致に関する賄賂の問題は調査権限に含

まれていないので、この件についてのさらなる調査は行わない、としている）。 

②ロシアのドーピング隠しが功を奏しなかったため、ラミン・ディアク氏が予め受領し

ていた揉み消し資金を返還する際、BT 社名義の口座が使われた。フランス捜査当局が BT

社名義の口座を調べる過程で、招致委員会からの振り込みが確認された。 

③イギリスのガーディアン紙で、招致委員会から BT 社名義に振り込まれた金銭がパパ・

マッサタ・ディアク氏とその父であるラミン・ディアク氏に流れたのではないかと報道が

なされた。 

④2013 年 7 月 16 日と 25 日に、パパ・マッサタ・ディアク氏が高級腕時計等を購入し、

代金が BT 社名義の銀行口座から支払われているという報道がなされた。 

 

（２）調査チームには何の調査が求められていたのか 

オリンピック招致は国民的関心事であり、本件調査はステークホルダーである国民の疑

問に応えるものでなければならない。 

ステークホルダーが知りたいことの第一は、いうまでもなく「招致委員会から支払われ

た金が IOC 委員であるラミン・ディアク氏に流れているのではないか」ということである。 

第二に知りたいことは、招致委員会が多額のコンサルタント料を支払うに当たって、そ

の金が不明朗な使い方をされる可能性について、それを認識し、あるいは認識しえたかど

うか、ということである。 

 

２．本調査チームが行った調査 
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（１）BT 社関連の調査について 

本調査チームは、シンガポールで現地調査を行うとともに、本件契約の相手方である BT

社のタン氏やパパ・マッサタ・ディアク氏、ラミン・ディアク氏に対するヒアリングを行

うべく試みているが、功を奏しなかった。また、招致委員会で使用していた PC 等のデジタ

ルフォレンジック調査についても、すでに廃棄されており実行できていない（個人使用の

PC 等に対する調査は行われている）（末尾添付の「調査報告書」２～３ページ）。 

このように本調査チームは、一応、尽くすべき手は尽くしているとは言える。しかし、

結局、調査不能であったことから、BT 社に対する疑念は払拭されたとは到底言えない。し

かも、232 万 5000 ドルものコンサルタント料を受け取っておきながら所在不明となってし

まう BT 社に対する疑念は深まるばかりである。 

なお、パパ・マッサタ・ディアク氏が高級腕時計等を購入した 7 月 16 日、同月 25 日は

招致委員会から振り込みがなされた 7 月 29 日より前ではあるものの（末尾添付の「調査報

告書」２３ページ脚注７）、支払い期限を 7 月 31 日と明記した本件コンサルタント契約が

締結された 7 月 1 日の後であること、高級腕時計等の購入日が 7 月 16 日、25 日であった

としても通常キャッシュで支払われるとは思われないことからすると、購入日が振り込み

日より前であることは疑念を払拭する根拠としては薄弱である。 

 

（２）関係者の認識の調査について 

本報告書は、「招致委員会関係者は、オリンピック関係者等への贈与の禁止を含む IOC の

規程を十分認識していた（末尾添付の「調査報告書」３４ページ）」としつつ、「コンサル

タント料として支払われた上記金員がその後にどのように使われたのかは、知る由もなか

った」（末尾添付の「調査報告書」３４ページ）などとした上で、「贈賄罪については、日

本の刑法上、民間人に対しては成立する余地はない」「本件契約は、日本法上、民事上・刑

事上のいずれも違法と解される余地はなく、適法であることは論を俟たない」（末尾添付の

「調査報告書」３５～３６ページ）と極めて強気の「真っ白認定」を断言する。 

多くの国民が知りたいことは、「成功報酬型の多額のコンサルタント料が、疑惑が報じら

れると行方をくらますようなコンサルタントの報酬のみに充当されると招致委員会側が本

当に信じていたのか」「IOC 関係者等への贈与（贈賄ではない）の禁止を含む IOC の規程

を十分認識していた招致委員会側が、IOC 関係者（必ずしも固有名詞を特定する必要はな

い）に対する贈与の可能性を全く想定していなかったのか」ということである。しかし、

本調査チームは、この点についての探求を行っておらず、日本法の解釈論に終始するばか

りである。 

つまり、本調査チームは、ステークホルダーに明らかにすべき事実関係の探求を十分に

行わず、調査スコープを法律要件事実（よりもさらに細切れにされた個別事実に対する具

体的事実）に限定した上で、それについての認識がなかったことをもって強引に「真っ白

認定」を導くものであるが、これは「ファクトの探求」という本調査チームに課された使

命の軽視と言わざるを得ない。 

また、コンサルタント契約が海外贈収賄の隠れ蓑として利用されることはこの世界のい

わば「常識」であるが、そのような常識を招致委員会は持っておらず、本件コンサルタン

ト契約には贈賄防止条項が存在していなかったようである。この点について、本報告書は、
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「今後は、コンサルタント契約の中に贈収賄防止条項が置かれることも考慮されるべきで

あると考える。このことは、2013 年当時は別にして、現在においては当然視されている国

際法務におけるコンプライアンスのための実務慣行でもある」（末尾添付の「調査報告書」

４１ページ）としているが、何故に敢えて「2013 年当時は別にして」ということを強調す

るのか理解に苦しむ。 

 

３．結論 

本報告書は、シンガポールの BT 社を対象とするといった困難な調査であったと認められ

るものの、オリンピック招致という極めて公益性の高い事案における不明朗なコンサルタ

ント契約につき、可能な限りで国民の疑問に正面から答えるための「事実調査」を行った

ものとは言えず、Ｄ評価とする。 

 

以上
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個別評価 

 

委員： 齊藤 誠 

評価： Ｆ 

理由： 

 

１ 本件は、公益財団法人日本オリンピック委員会（以下「ＪＯＣ」という。）が、特定非

営利活動法人東京 2020 オリンピック・パラリンピック招致委員会（以下「招致委員会」

という。）の招致活動における、招致委員会とシンガポール所在の Black Tidings（以下

「ＢＴ社」という。）（代表者 Ianton Tan Tong Han 氏 以下「タン氏」という。）との

間のコンサルタント等業務委託（以下「本件コンサルタント業務」という。）について、

その内容（契約金額、成果等）及びその締結過程の適正性について、外部の弁護士なら

びに公認会計士等から構成される調査チーム（以下「本調査チーム」という。）による調

査を行った報告書である（以下「本調査報告書」という。）。 

本調査チームは、日本弁護士連合会が策定した、企業等不祥事に関する第三者委員会

ガイドラインについての言及は一切ないが、本件は、社会的影響が重大な事案であるの

で、ここに評価の対象とするものである。 

２ 本件は、ＷＡＤＡ（世界アンチ・ドーピング機構）の設置した第三者委員会が公表し

た報告書に、国際陸上競技連盟（ＩＡＡＦ）の前会長であり、２０２０年の夏季五輪開

催地を決める２０１３年まで国際オリンピック委員会（ＩＯＣ）の委員をかねていた、

ラミン・ディアク氏の息子のハリル氏との会話記録に、日本の招致委員会が、協賛金４

００万ドル～５００万ドルを支払ったと示唆するものがあったとし、一方フランス検察

は、オリンピックの開催地を決定する時期にあまりに近いタイミングで東京 2020 年五輪

招致という名目で日本の銀行からＢＴ社に送金があったこととラミン・ディアク氏の息

子のパパ・マサタ・ディアク氏が関わるシンガポール企業の口座に総額１３０万ユーロ

を支払った疑いがあることが報じられている。さらに、２０１３年７月にパパ・マサタ・

ディアク氏が高級腕時計等を購入し、代金がＢＴ社から支払われたという事実も含まれ

ている。 

３ 本調査報告書によれば、事務局長と事務次長（なお本調査報告書には、事務局長・事

務次長としか記載がなく、その氏名も、招致委員会の組織上の地位ならびに権限の記載

もない）が窓口となって、ＢＴ社のタン氏との間の本件コンサルタント業務に関して、

依頼するかどうかの判断を電通の役職者からの情報によっていたものとしている。 

コンサルタント契約を締結するにあたって当初に締結されたコンサルタント契約には、

他のコンサルタントへの支払額の平均の額（約１億円）に相当する９５万ドルと記載さ

れていた（本調査報告書２２頁）。しかしながら、事務局長とＢＴ社のタン氏との間の合

意は、さらに 2020 年に東京にオリンピックの招致に成功した際は、成功報酬を含めて合

計で２３０万ドルを支払うというものであった（本調査報告書２１頁）。実際にも、招致

が成功した後に、２通目の契約書が作成され、追加で報酬として１３７万５０００ドル

が支払われている（本調査報告書２５頁）。 
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オリンピックの招致にあたり、その招致のコンサルタント契約において、コンサルタ

ントの委託を受けるものが、通常のコンサルタント契約の報酬額をはるかに上回る報酬

金額が約束されるのであれば、その過程で不正な行為をする可能性は容易にみてとれる

ものであろう。 

問題点は、本調査報告書によれば以下の通りである。 

①このＢＴ社に依頼するにあたって、この会社を選択するきっかけは、このＢＴ社か

ら自己をコンサルタントとして推薦するレターとともに同封されていたパンフレットの

みであるとされていること（本調査報告書１８頁）、②この会社をコンサルタントとして

依頼するかどうかの選択にあたっては、かねてから面識があり、頻繁に招致委員会に出

入りしていた電通の役職者を通じて、電通のスポーツ局における海外経験の豊富な役職

者との面談から、招致活動にとって非常に有益となり得ると述べられただけで確証を得

たとして、このコンサルタントと接触したこと（本調査報告書１９～２１頁）、③招致委

員会と契約関係にあった業者を通じて、通訳を手配して、タン氏と事務局長と事務次長

との間で電話会議を行い、口頭の合意だけでコンサルタントの依頼をしていること（本

調査報告書２１頁）、④この電話会議において、当初の契約の契約金額は９５万ドルとし、

残金は招致成功後に約２３０万ドルの枠内で別途契約をするという、実質的又は事実上

の成功報酬的なものとすることでの口頭合意を行っていること（本調査報告書２１頁）、

⑤このような重要な電話会議でありながら、開催された日時、場所、参加者の特定もな

く、議事録の存在への言及もないこと（本調査報告書２１頁）、⑥この成功報酬の合意は、

ＢＴ社のタン氏とコンサルタント契約を締結する際に作成された１通目の契約書には明

示されていないこと（本調査報告書２２頁）、⑦1通目のコンサルタント契約の契約金額

は、９５万米ドルと、一般のコンサルタント契約とほぼ同額となっているが、実際に合

意した成功報酬を含む合計の報酬の額が２３０万米ドルとして外のコンサルタント契約

に比して巨額となることは、第１通目のコンサルタント契約を締結するための稟議に諮

る際には、理事長には伏せられていたことなどである（本調査報告書２３頁）。 

ＩＯＣ倫理規定の一部をなす「オリンピック競技大会開催全希望都市に適用される行

動規範」（以下行動規範という。）第９条（贈与）には、「オリンピック関係者又はオリン

ピック競技の IF に対して、いかなる贈与を行なってはならず、オリンピック関係者又は

オリンピック競技の IF はいかなる贈与を受け取ってはならない。また、有益供与やいか

なる種類の有益供与の約束も行うことはできない。都市及び都市の属する国の NOC 並び

に、立候補都市の代表者又は立候補支援者は全てこの禁止事項を尊重しなければならな

い。同じ原則が、都市と第三者、特に IOC 承認のメディアと団体との関係に適用される。」

との規定がある。 

本調査報告書は、「オリンピック関係者」等への贈与の認識がなかったことから、少な

くとも招致委員会が当該規定に違反していないことは明らかであると認定する（本調査

報告書３７，３８頁）。 

しかしながら、オリンピックの招致にあたり、その招致のコンサルタント契約におい

て、コンサルタントの委託を受けるものが、通常のコンサルタント契約の報酬額をはる

かに上回る報酬金額が約束した時点で、オリンピック関係者への贈与に関しての「未必

の故意」少なくとも「過失」が認定される可能性は否定しきれないと思料する。である
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からこそ、第１通目のコンサルタント契約の金額は通常の価格にして、成功報酬契約の

ことは伏せられて稟議にかけられた可能性も疑わざるをえないのである。 

コンサルタント契約を締結する際には、契約金額が１件について非常に高額となるこ

ともあるため、所定の稟議書を用いて、理事長、専務理事、事務局長、事務次長等の決

済印を得て稟議を経ることとされていた（本調査報告書１８頁）。にも関わらず、本調査

報告書は、このコンサルタント契約を締結する際に、巨額の成功報酬契約とすることが

理事長にも伏せられて稟議に掛けられたという重大な問題ある行為を事務局長と事務次

長がした事実についての追求は、事実調査を含めて極めて不十分である。 

４ 委員構成についての独立性、中立性、専門性、ならびに調査期間、調査体制の十分性

専門性に関しては、ＪＯＣ常務理事という利害関係者が含まれており、独立性、中立性

において問題がある。 

５ 調査スコープについて、前述のように、コンサルタント契約を締結する際には、稟議

手続が決められていたにも関わらず、実際に合意した成功報酬を含む報酬の２３０万米

ドルという金額が外のコンサルタント契約に比して巨額となるということが、当初のコ

ンサルタント契約を締結する際に理事長には伏せられていたまま稟議にかけられたとい

う重大な問題点が指摘されておりながら、ただ、それが「手続の透明性」の問題として

しか捉えられておらず（本調査報告書４０頁）、その事実関係の追求は極めて不十分なの

は、調査スコープにおいて問題があるといわざるをえない。 

６ 再発防止策において 

本調査報告書によれば、ＩＯＣは、ＩＯＣの倫理規定の Implementing Provisions の

一つとして、Rules of Conduct for Candidature process Olympic Games 2024 を発表

し、2024 年オリンピック・パラリンピック招致活動からは、各都市が契約しようとする

全てのコンサルタントについてＩＯＣへの事前登録を義務付け、しかも、かかる登録情

報を全て公表するという新たな方針を打ち出したとある。また、この登録されるコンサ

ルタントに贈収賄禁止規定を含む規定の遵守等の宣言を義務付けている（本調査報告書

４１頁）。 

本調査報告書では、コンサルタント契約の中に贈収賄防止条項が置かれることも考慮

されるべきであると考えるとして、このことは現在においては当然視されている国際法

務におけるコンプライアンスのための実務慣行でもあるなどといいながら、しかしなが

ら本件に関しては、上記の、ＩＯＣ倫理規定の一部をなす「行動規範」（２０１２年制定）

にはオリンピック関係者への贈与禁止規定が存在していたにも関わらず、「２０１３年当

時は別にして」などとしているのは論外である（本調査報告書４１頁）。 

７ よって、本報告書については「Ｆ」評価とする。 

 

以上
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個別評価 

 

委員： 竹内 朗 

評価： Ｄ 

理由： 

 

 

本調査報告書については、積極的に評価できる以下の諸点が認められる。 

（１）従来明らかではなかった招致委員会の活動内容やコンサルタントへの委託の実態が

ある程度浮き彫りにされており、その透明性の向上に一役買っている。 

（２）BT 社に支払われたコンサルタント料がどのように使われたかについて、キーとなる

BT 社、タン氏、ラミン・ディアク氏、パパ・マッサタ・ディアク氏らに対し、調査チーム

として、どのような調査を実施したか、どのような調査の限界があったか、その調査で何

が明らかになったかを記述しており、難易度の高い調査において調査チームとしてできる

限りの調査を行ったことが説明されている。なお、組織の指揮命令関係の及ばない組織外

の関係者から調査に対する任意の協力を得ることができなかったことは、調査チームから

すれば如何ともしがたい事態であるから、このことを以て調査チームを非難することはで

きないと考える。 

（３）WADA のレポートと英紙ガーディアンの記事について、調査により判明した事実か

ら検討を加えるなど、憶測を含んだ報道に対して調査で判明した事実関係を明らかにして

おり、ステークホルダーの関心事に応えている。 

（４）2013 年 9 月 7 日に開催された IOC 総会で東京への招致が決定した後、招致委員会は

残務処理を進め、2014 年 3 月 31 日に解散決議、同年 7 月 15 日に清算結了登記を経由した

とされ（27 頁）、招致委員会において使用していた PC やサーバー上のデータも業者により

廃棄されていたとされる（3 頁、27 頁）。BT 社からロビーイングに関するコンフィデンシ

ャル情報が記載されたレターが送付されていたが、これも後日廃棄されたとされる（24 頁）。

こうした事実は、招致活動に対する事後的な検証や責任追及を困難ならしめ、招致活動の

無責任体質の温床となるものである。こうした事実を摘示することは、今後の招致活動を

適正化していくことの一助となる。 

 

もっとも、本調査報告書については、消極的に評価される以下の諸点が認められ、結論

としてはＤ評価となる。 

（１）調査チームの独立性 

5 頁で、「本件調査の対象から独立性を有する弁護士、公認会計士によりチームを構成し」

として調査チームの独立性を強調しておきながら、調査対象である招致委員会に複数の人

員を出向させていた JOC の常務理事と東京都の総務局審理担当部長の 2 名をオブザーバー

として調査チームの構成員としている点で、独立性が不足している。 

しかも、独立性を欠く 2 名のオブザーバーが、なぜ必要なのか、そして調査チームにお

いてどのような権限と責任を有していたのか（たとえば、ヒアリングを実施したのか、事

実認定に関与したのか、調査報告書を作成したのか、総括を取り纏める合議に参加したの
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か）、それが調査チームの独立性にどのように影響したのか、あるいは、独立性に影響を受

けないよう調査チームはオブザーバー2 名にどのような制約を課したのか、こうした点が全

く記述されていないため、調査チームの独立性に疑念が生じている。 

（２）コンサルタント料の使途に関する関係者の認識 

34 頁で「招致委員会関係者は（中略）『オリンピック関係者』への贈与の禁止を含む IOC

の規程を十分認識していた」「有能なコンサルタントに対するコンサルタント料として支払

われた上記金員がその後にどのように使われたのかは、知る由もなかった」と認定し、37

～38 頁で「『オリンピック関係者』への贈与の認識がなかった（中略）以上、実際に『オリ

ンピック関係者』等への金銭等の利益供与がなされたか否かを認定するまでもなく、少な

くとも招致委員会が当該規定（注：オリンピック関係者への贈与禁止規定）に違反してい

ないことは明らかである」と認定するが、余りに強引かつ一方的な認定である。 

まず、関係者の認識については、関係者に対してどのような質問を発し、これに対して

関係者がどのような供述を行い、そのやりとりから関係者の主観的認識をどのように認定

したのかを、より丁寧に論述する必要があった。 

次に、「オリンピック競技大会開催全希望都市に適用される行動規範」第 9 条（贈与）は、

オリンピック関係者に対する贈与を明確に禁じているのであるから、関係者は、BT 社に対

して支払われるコンサルタント料がオリンピック関係者への贈与に使われることがないよ

う、BT 社に対してどのように働きかけ、どのように行動したかという事実認定と、その行

動は適正だったかという評価が行われて然るべきである。関係者が「知る由もなかった」

ことは、免責の材料になり得る一方で、職務怠慢の材料にもなり得るものである。 

この点、41 頁で、IOC の「Rules of Conduct for Candidature Process Olympic Games 

2024」の第 5 条が、2024 年オリンピック・パラリンピック招致活動からは、コンサルタン

トの事前登録を義務付け、コンサルタントに贈収賄禁止規定の遵守等の宣言を義務付けた

ことを紹介し、「今後は、コンサルタント契約の中に贈収賄防止条項が置かれることも考慮

されるべきである」「このことは、2013 年当時は別にして、現在においては当然視されてい

る国際法務におけるコンプライアンスのための実務慣行でもある」と述べるが、2013 年の

当時からオリンピック関係者への贈与が明確に禁じられている以上、「2013 年当時は別にし

て」とすることに合理的理由を見出すことはできない。 

（３）本調査報告書を JOC のウェブサイトで開示していないこと 

調査チームが本調査報告書を作成し、マスメディアに配付したにもかかわらず、JOC の

ウェブサイトで開示しないとしたことは、直接的には JOC の判断であると思われるが、オ

リンピック招致活動の高度の公共性や本調査報告書の社会的意義に照らせば、明らかに誤

った判断である。 

そして、調査チームは、こうした JOC の明らかに誤った判断を是正させるべき立場にあ

ったと言え、今からでも早急に是正させるべきである。 

 

以上
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個別評価 

 

委員： 行方 洋一 

評価： Ｄ 

理由： 

 

今回評価の対象である、公益財団法人日本オリンピック委員会調査委員会（以下「本調

査委員会」という。）による「調査報告書」（以下「本報告書」という。）は、特定非営利活

動法人東京 2020 オリンピック・パラリンピック招致委員会（以下「招致委員会」という。）

による招致活動について、招致委員会とシンガポール所在の Black Tidings（以下「ＢＴ社」

という。）との間のコンサルタント等業務委託に係る検証結果を報告するものである（1頁）。 

報告書に対する評価は上記が相当とする理由について、評価における考慮要素に沿って

以下説明する。 

 

(1) 委員構成の独立性、中立性 (f)  

本調査委員会の調査チームは、座長と 2 名のメンバーのほか、「オブザーバー」として、

公益財団法人日本オリンピック委員会（ＪＯＣ）常務理事および東京都総務局審理担当部

長から構成されている（1 頁）。調査に関して利害関係を有する団体の役員や構成員が含ま

れる調査委員会自体を、一概に否定するつもりはない。しかし、本報告書では、単に「Ｊ

ＯＣ及び同じく招致委員会に複数の人員を出向させており、かつ、オリンピック・パラリ

ンピックの招致活動を行う都市‥であった東京都から、それぞれオブザーバーを参加させ

ることになった」（5 頁）と記載する程度であり、本調査委員会に利害関係者を加えること

の必要性や具体的な理由が何ら記載されていない。また、利害関係者の参加にかかわらず

本調査委員会の独立性や中立性をどのように確保するのかという点も不明であり、きわめ

て不十分といわざるを得ない。 

(2) 調査期間の妥当性 (c) 

5 月 25 日から 8 月 31 日までの約３カ月間であり、期間自体は他の事例と比較しても不

足感は特にない。もっとも、今回調査における中核的な対象者である人物であるタン氏（Ｂ

Ｔ社の代表者）ならびにパパ・マサッタ・ディアク氏およびラミン・ディアク氏（招致委

員会からＢＴ社名義の口座に振り込まれた金銭が流れたのではないかとの報道記事が掲載

された「オリンピック関係者」）に対するヒアリングは行うことができず（3 頁）、また、招

致委員会が使用していたパーソナルコンピュータも既に廃棄処分されていた（3 頁）など、

調査は難航していたと考えられることに鑑みれば、調査を尽くすために十分な期間であっ

たとはいい難い。 

(3) 調査体制の十分性、専門性 (d) 

専門性については特段の記載はなく、本報告書からは明らかでない。また、調査を補助

した者については、単に「その他の弁護士及び公認会計士にも本件調査を補助させている」

（１頁）と記載されているのみであり、調査体制の十分性・専門性に係るディスクローズ

は不十分である。 

(4) 調査スコープの的確性、十分性 (c) 
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調査事項として明記されているのは「招致委員会と BT 社とのコンサルタント等業務委託

契約‥の内容（契約金額、成果等）及びその締結過程の適正性」のみであり（1 頁）、これ

らが違法または不適正であった場合などにおける原因分析や再発防止策の提言といった事

項は含まれていない。ただし、後述のように、調査結果では、契約の内容や締結手続きの透

明性に係る課題についても言及されている。 

(5) 事実認定の正確性、深度、説得性及び原因分析の深度、不祥事の本質への接近性、組織

的要因への言及 (d) 

本報告書では、ＢＴ社に対するコンサルタント料が「海外コンサルタントの契約金額の平

均値である約１億円に対して相対的に高額な合計 232 万 5000 米ドルである」（40 頁）、その

うち「95 万米ドルを基本的な契約金額としつつ、東京招致が成功した場合に限って‥137

万 5000 米ドルを上限に成功報酬を支払う条件」（32 頁）とした、「招致委員会内においては

必ず東京招致に成功しないといけないという強い思いがあった」（31 頁）、招致委員会の「事

務局長らは、ＢＴ社との間で成功報酬的な合意をしていることは‥理事長には伝えな」い

で 95 万米ドルの契約の契約書の決裁を得ている（23 頁）など、読む者において「成功報酬

分がオリンピック関係者への贈与に使用される可能性を認識していた（少なくとも認識し

得た）のではないか？」との疑念を抱いても何ら不思議ではない事実が記載されている。 

その一方で、本報告書では、「招致委員会関係者は‥『オリンピック関係者』等への贈与

の禁止を含むＩＯＣの規程を十分認識していた」といった理由から、事実認定として、「コ

ンサルタントに対するコンサルタント料として支払われた上記金員がその後にどのように

使われたのかは、知る由もなかったといえる」（34 頁）とし、「『オリンピック関係者』等へ

の贈与の認識がなかったことについては、前記１記載のとおりである以上、実際に『オリ

ンピック関係者』等への金銭等の利益供与がなされたか否かを認定するまでもなく、少な

くとも招致委員会が当該規定に違反していないことは明らかである」（37,38 頁）と結論付

けている。 

本報告書を読む限りで、贈与の認識があったとの積極的な認定をできるような事象は見当

たらない。しかし、上述のような事実に鑑み、また、前述のように今回の調査には相当の

制約があったなか、コンサルタント料の使途について「知る由もなかった」とまでいえる

程の心証形成ができるものであったのか、疑問を感じざる得ないところである。 

(6) 再発防止提言の説得性、実効性 (c) 

前述の調査スコープ（の狭さ）にかかわらず、コンサルタントとの契約内容や契約過程

の透明性の確保に向けた一定の提言を行っている（40,41 頁）点は、ある程度評価し得る。 

(7) 経営責任への適切な言及 (d) 

契約締結手続きの不透明さなど、本件の背景には、事務局に対する牽制機能の欠如など

招致委員会の理事長等はもとより、人員を出向させていたＪＯＣや東京都による統制のあ

り方にも問題があったのではないかと思われ、この点について調査・言及がないことは不

十分である。 

(8) 日弁連ガイドラインへの準拠性 ＮＡ 

本報告書は日弁連ガイドラインに準拠したものではないことから、評価を差し控える。 

(9) 調査報告書の社会的意義、公共財としての価値、普遍性 (f) 

本事案は、東京２０２０年オリンピック・パラリンピックの招致活動にかかわる公共性が
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非常に高いものである。それにもかかわらず、本報告書はマスコミに配布されたのみで、一

般に公表されておらず、少なくとも現時点で公表予定もない。このようなＪＯＣの消極的な

姿勢は、社会に対する説明責任を果たすという点できわめて不十分である。 

 

これら考慮要素に係る評価を総合的に考慮すると、本報告書はＤ評価が相当である。 

 

以上
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個別評価 

 

委員： 野村 修也 

評価： Ｄ 

理由： 

 

１ 本件調査体制の問題点 

①調査チームの独立性 

特定非営利活動法人東京 2020 オリンピック・パラリンピック招致委員会（以下「招致委

員会」という。）の招致活動における、招致委員会とシンガポール所在の Black Tidings（以

下「ＢＴ社」という。）との間のコンサルタント等業務委託（以下「本件コンサルタント契

約」という。）は、その適法性や適切性に対する疑念が内外のマスコミ等で大きく取り上げ

られたこともあり、世間の関心の高い事案である。また、事と次第によれば、2020 年に控

えたオリンピック・パラリンピック東京大会の信頼性を揺るがす可能性を秘めた重大な調

査と言えることから、独立性の高い第三者調査を実施すべき事案であったと思われる。 

本調査チームは、「外部の弁護士や公認会計士等から構成される」（1頁）ものであったが、

オブザーバーという形であるとはいえ、調査チームの設置者である公益財団法人日本オリ

ンピック委員会（以下「ＪＯＣ」という。）の常務理事が参加している点で（1頁）、その独

立性には問題がある。調査の必要性からオブザーバー参加を認めたのであれば、その必要

性がどこにあって、どの範囲で参加させたのかを明らかにすべきだったと思われる。 

②補助者の員数や活動内容 

本調査チームはメンバー以外の「弁護士や公認会計士にも本件調査を補助させた」（1頁）

とされているが、その員数や活動内容については開示されていない。調査報告書の信憑性

を確保するためには、かかる情報は報告書に明記すべきだったと考える。 

 

２ 調査内容について 

①制約ある調査の中での努力 

本件調査では、「複数の連絡手段を用いて、本件契約の相手方であるＢＴ社の代表者であ

るタン氏並びに報道等で関係者として名前の挙がっているラミン・ディアク氏及びパパ・

マッサタ・ディアク氏にもヒアリングを行うべく連絡を試みたが」（3頁）、直接ヒアリング

等を実施することができなかったとされている。しかし、任意調査である以上、かかる限

界を非難することはできない。また、「当時招致委員会において使用していたパーソナルコ

ンピュータは、招致委員会の解散に伴い、業者により既に廃棄処分されており、サーバー

も外部業者のものを使用していたため当時のデータはもはや残っていない」（4頁）ことか

ら、十分な事実調査ができない状況にあったことも認めざるを得ない。そうした制約のあ

る中で、本件調査は、招致委員会の活動内容や本件コンサルタント契約の締結過程につい

て比較的詳細に分析している点で、その努力には一定の評価をすることができる。 

②未解明な部分 

制約のある調査であったとしても、本件コンサルタント契約の締結に際し、知見を提供

した電通については、より深度のある調査が可能であったものと思われる。それを行えば、
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本件コンサルタント契約の報酬金額が合計 232 万 5000 米ドルという高額な金額になった経

緯や、あえて契約を２つに分けたこと理由等について、招致委員会内部の事実をより詳し

く確認できたのではないかと思われる。 

 

３ 評価をめぐって 

本件調査では、次のように述べて、オリンピック招致委員会は本件コンサルタント料が

贈与等に利用されるといった認識を有していなかった点を強調し、法令違反は認められな

いと評価している。 

 

「当調査チームは、招致委員会関係者が、「オリンピック関係者」等への贈与の禁止を含む

IOC の規程を十分認識し、また、本件契約の際にも「オリンピック関係者」等への贈与の認

識を何ら有していなかったと認定する。そうである以上、こうした本件契約の内容や締結

過程が何らかのわが国の法律に違反するということはないと結論付ける。また、フランス

刑法上犯罪を構成するものではなく、さらに IOC 倫理規程への違反も見出すことはできな

いと結論付ける。」（40 頁） 

 

しかし、この評価は、本件をめぐる様々な事実関係を「刑法規範」という限定的な物差

しで評価することによって、問題の本質を見えにくくしているきらいがある。仮にコンサ

ルタント料が贈与等に利用されるといった認識を有していなかったとしても、なぜそのよ

うな安易な認識にとどまったのかを解明することが重要だったと言わなければならない。

コンサルタントを紹介された経緯やその信用調査の在り方など、より深堀すべき論点は多

かったと思われる。 

本報告書では、支払われたコンサルタント料が贈収賄等に利用される危険性を積極的に

防止しなかった点について、当時のルールの下では問題がないと評価されている。確かに、

ＩＯＣがコンサルタント契約にかかる倫理規程を改定し、コンサルタントの登録を義務づ

けるとともに、登録コンサルタントに贈収賄禁止規定を含む規定の遵守等の宣言を義務付

けたのは 2024 年大会の招致活動からのことである。とはいえ、外国公務員等への贈賄の禁

止は近時コンプライアンス上の重要テーマであったわけで、多額の報酬が贈賄に利用され

ないよう細心の注意をはらうべきことは、ＩＯＣの倫理規定を待つまでもなく、遵守すべ

きルールであったと思われる。その点で、本調査報告書の評価には疑問が残る。 

 

４ 報告書の公表 

本件調査の社会的関心の高さや、2020 年東京大会に対するレピュテーションの回復の必

要性にかんがみれば、本調査報告書は一般に開示されることが必要であると考える。この

点について、非公表を貫いている姿勢には大いなる疑問が残る。 

 

５ まとめ 

以上の点を総合的に判断し、Ｄ評価とした。 

 

以上
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個別評価 

 

委員： 八田 進二 

評価： Ｄ 

理由： 

 

下記の諸点等についての個別評価（カッコ内）を総合した結果として「Ｄ」評価とした。 

 

（1）委員構成の独立性、中立性、専門性（D） 

公益社団法人日本オリンピック委員会(以下、「JOC」)が、「特定非営利活動法人東京

2020 オリンピック・パラリンピック招致委員会(以下、「招致委員会」と、シンガポール

所在の Black Tidings(以下、「BT 社」)とのコンサルタント等業務委託契約(以下、「本件

コンサルタント業務」)の内容(契約金額、成果等)およびその締結過程の適正性を検証す

る目的をもって、2016 年 5 月 25 日に設置した JOC 調査チームが、作成した「調査報告

書」である。当調査チームは、独立性を有するとされる弁護士 2 名(うち 1 名は大学教授

を兼務)と公認会計士 1 名に加えて、オブザーバーとして、当該調査における利害関係者

ともいえる JOC 専務理事と東京都総務局審理担当部長が構成員となっている。これ以外

にも、その他の弁護士および公認会計士が補助者として参加している。なお、オブザー

バーとはいえ、利害関係者が構成員に加わっていることから、調査チーム自体の独立性

および中立性は阻害されている。 

 

（2）調査期間の妥当性（B） 

当調査チームは、2016 年 5 月 25 日に設置され、約 3 か月の調査期間を経て、8 月 31 日

に、本調査報告書を公表している。本件調査の場合、その目的からして、それほどに複雑

かつ多面的な検証が求められるものではないと解されることから、この調査期間について

は特に問題は感じられない。 

 

（3）調査体制の十分性、専門性（D） 

本件調査の主眼は、招致委員会が BT 社との間で交わした本件コンサルタント業務におけ

る、契約金額、成果等および締結過程の適切性について検証することにあった。具体的に

は、BT 社やその代表者である Ianton Tan Tong Han 氏(以下、「タン氏」)の真の姿を明ら

かにすることであったが、結局は、そのいずれについても、何らの直接的な返答も得られ

ず、その他関係者に対するヒアリングや、関係書類等の閲覧といった間接的な調査のみに

終始している。また、招致委員会がすでに(2014 年 3 月 31 日 )解散していたことで、コン

ピュータ内のデータ等についても、すでに廃棄処分がなされており、当時の生情報にアク

セスできていない。したがって、調査内容については、極めて不十分であり、専門性も含

め調査体制等の見直しを行うべきであったと思われる。 

 

（4）調査スコープの的確性、十分性（D） 
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本件調査では、BT 社やその代表者であるタン氏のコンサルタントとしての適格性、およ

び、本件コンサルタント業務における契約金額の妥当性等について検証することであった。 

しかし、当該契約当事者の BT 社やタン氏だけでなく、同氏との密接な関係が指摘された

IAAF(国際陸上競技連盟)の会長であり、IOC 委員のラミン・ディアク氏およびラミン・デ

ィアク氏の息子であり、IAAF のマーケティング担当のパパ・マッサラ・ディアク氏に関し

ても、結局のところ何らの返答も得られず、周辺部分での調査に終始しており、調査スコ

ープについても、極めて不十分であり、かつ的確性を欠いているといわざるを得ない。 

 

（5）事実認定の正確性、深度、説得力（D） 

本件コンサルタント業務における契約金額が、海外コンサルタントの契約金額の平均値

とされる約 1 億円に比して相対的に高額な合計 232 万 5000 米ドルになったこと、また、実

体的にはあくまでも一連の契約であったにもかかわらず、それを 2 つの契約に分けること

で、成功報酬を織り込んだ契約内容や締結過程等に対して内外からの疑念や疑惑を招くこ

とになったのである。したがって、かかる契約の真の実態について検証するためには、契

約の当事者である BT 社やその代表者であるタン氏からの直接の言質および関連資料等の

入手が不可欠なところ、そうした対応は、一切実施されていない。したがって、本件調査

目的に関する事実認定に関しては、正確性および深度から見て説得力あるものとは解され

ない。 

 

（6）原因分析の深度、不祥事の本質への接近性、組織的要因への言及（D） 

そもそも、招致委員会が、2020 オリンピック・パラリンピックの承知を実現するために、

コンサルタントの選考に必要な情報網を持っておらず、BT 社から届いた自己推薦レターの

取扱いの中で、IAAF との取引関係が長い電通の関係者を通じて BT 社やタン氏の評価や能

力を確認したうえで、最終的な契約締結に至っている。そうした経緯からして、電通の関

係者が果たした役割は極めて大きいものの、電通と BT 社やタン氏との関係だけでなく、電

通の関係者がどのような考えや判断を行っていたのか等についての分析がほとんどなされ

ておらず、法外な契約金額の妥当性も含め、真因の究明に至っていない。 

 

（7）再発防止提言の実効性、説得力（C） 

招致活動等におけるコンサルティング契約というものが、その性質上、高額なものにな

りがちであると同時に、その成果や結果が客観的に計測可能なものでないことから、後日、

無用の疑惑や疑念を抱かれないように、その選考過程の透明性の確保を制度化することを

提言している。そのためには、コンサルタントの選考のための内部組織を構築し、その時

点においては戦略上秘密とせざるを得ないことがあるとしても、招致活動後のしかるべき

時には説明責任を適切に履行することができる体制を整えるべきとしている。 

ただ、こうした提言は、なにも、今回のようなコンサルティング業の場合だけでなく、

少なくとも、公的な資金が使われ、かつ、国民的な関心が高い事案ないし活動に共通の課

題であり、特に、説得力あるものとは言えない。 

 

（8）組織の社会的責任、役員の経営責任への適切な言及（D） 
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本調査チームは、招致委員会関係者が、「オリンピック関係者」等への贈与の禁止を含む

IOC の規程を十分認識し、また、本件契約の際にも「オリンピック関係者」等への贈与の

認識を何ら有していなかったと認定している。しかし、コンサルタントの選考手続きから

報酬額の決定および支払い等における組織としての杜撰さから見て、このような結論は説

得力を欠いており、組織だけでなく、役職者に対する責任追及を回避したいとの思いが前

面に表れているものと解される。 

 

（9）調査報告書の社会的意義、公共財としての価値、普遍性（F） 

本調査報告書は、公的資金が使われて行われた活動において、事後的にも当然に説明責任

を負っていることから、その活動内容および資金支出に関する手続等の透明性が極めて大

切であるとの認識を示している。したがって、本来であれば、当調査報告書については、

一般にも公開することで、今後の参考にされるべきものと考えられるが、それがなされて

いない。したがって、報告書の社会的意義だけでなく、公共財としての価値も認められな

い。 

 

（10）日弁連ガイドラインへの準拠性（NA） 

本調査チームは、明確に不祥事対応という視点での調査ではなく、また、日本弁護士連

合会策定の「企業不祥事における第三者委員会ガイドライン」への準拠についての記載も

のないことから、個別の評価は差し控える。 

 

以上
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個別評価 

 

委員： 松永 和紀 

評価： Ｄ 

理由： 

 

(1)委員構成の独立性、中立性、専門性 

本調査チームは、公益財団法人日本オリンピック委員会(以下、JOC と呼ぶ)により設置さ

れた。東京オリンピック招致にあたり 2013 年、特定非営利活動法人東京 2020 オリンピッ

ク・パラリンピック招致委員会(以下、招致委員会と呼ぶ)とシンガポールの Black Tidings

（以下、BT 社と呼ぶ）との間で結ばれたコンサルタント等業務委託の内容（契約金額、成

果等）とその締結過程の適正性を検証することを目的としている。 

調査のきっかけは、英国紙ガーディアンの報道である。BT 社の代表と当時、国際陸上競

技連盟(IAAF)会長であった IOC 委員の息子(当時、IAAF でマーケティング担当)が近い関係

にあり、招致委員会からコンサルタント料として振り込まれた金銭が、IAAF 会長へ流れた

のではないか、とする記事が掲載された。これを受け、国内でも大きく報道されて、社会

の関心は高まった。 

こうした状況で公正な調査を行い社会に説明責任を果たすには、調査メンバーの人選と

その理由が極めて重要となる。ところが、本調査報告書ではその選出理由等が示されてい

ない。これまで、JOC 等オリンピック関係者とどのような関わりがあったのかが不明である。

また、オブザーバーとして JOC、2020 東京オリンピックの当事者二人が参加しているが、

オブザーバーが、調査のどの部分にどの程度関与したかについても記述がない。さらに、

調査の補助に弁護士、公認会計士が加わっている、とされているが、これについても説明

がなされていない。とくに、オブザーバーの関与の詳細が開示されていないため、独立性

や中立性等に疑念を抱かせる。 

 

(2)調査期間の妥当性 (3)調査体制の十分性、専門性 

当事者である海外の調査対象者(BT 社代表、IAAF 会長、その息子)と接触できておらず、

調査内容が著しく不足している。調査期間を延ばし体制を強化しての再調査の必要性はな

かったのか、疑問が残る 

 

(4)調査スコープの的確性、十分性  

招致委員会は、調査時には既に解散していた。そのため、調査チームは清算人が所有し

ていた契約書やレポート、収支計算書等を、秘密保持契約を結んだうえで閲覧している。

業務に使用されていたコンピューターや携帯電話等は既に廃棄処分されていたとしている。 

もう一方の当事者である BT 社についてもヒアリングができず、BT 社の登記情報などを調

べ、事業所や自宅と思われる場所を訪れ、周辺、関係者に聞き取りを行ったのみに止まっ

ている。また、IAAF 会長、その息子についても「返答を得ることができなかった」「連絡を

とることができなくなった」と記述している。 
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当事者双方についての情報収集が不足しており、とくに海外の BT 社、IAAF 関係者等につ

いては調査が著しく不十分。ヒアリングに応じようとしない関係者にどのように働きかけ

たか等、調査手法にかんする具体的な記述も不足している。 

 

(5)事実認定の正確性、深度、説得力 (6)原因分析の深度、不祥事の本質への接近性、組織

的要因への言及 

日本の市民が素朴に知りたいのは、(i)BT 社にコンサルタント料として支払われた金額が、

一般的な相場金額に比べて多かったのか(ii)もし金額が多いのなら、それに対応する特別

なロビー活動が行われたのか、BT 社に IAAF 関係者から金が流れていたのか(iii)そのこと

を、招致委員会は知っていたのか……であろう。英国紙が報じた後の国内メディアの報道

も、これらに焦点が当てられていた。 

(i)については、今回の金額が招致委員会事務局長のこれまでの経験から予測した額の 2

倍以上であった／こうしたコンサルタントが数多くオリンピック招致のロビー活動にかか

わり、BT 社代表が他都市とのコンサルタント契約を結ぶことを恐れ急いで契約を結んだ／

招致委員会から BT 社に 2回にわけて支払われ、2回目は事実上の成功報酬であった／事実

上の成功報酬契約を結んだことを、その時点で招致委員会理事長に報告していなかった…

…などの経緯、実態が、調査報告書で明らかにされている。 

それに伴い浮上する疑問(ii)については、BT 社等にヒアリングをできなかった結果、解

明は不可能だったとしている。日本側関係者については、「オリンピック関係者等への贈与

の禁止を含む IOC の規程を十分認識していた」「有能なコンサルタントに対するコンサルタ

ント料として支払われた金員が、その後にどのように使われたのかは、知る由もなかった」

とする。 

しかし、高額のコンサルタント料を BT 社に支払った以上、日本側関係者がその活動の実

態を把握し、効果的となっているのかどうか、途中経過の段階から知りたがるのは当然の

心理だろう。BT 社からは各月ごとにロビーイングに関するコンフィデンシャル情報が記載

されたレターが送付され、事務次長、事務局長、理事長に共有されていた。「具体的な IOC

委員の動向が記載されており、秘匿性が求められたため、後日破棄された」と報告書は記

述しているが、既に廃棄されていたとしても、事務次長、事務局長、理事長が目を通して

いれば内容の一部を記憶しているのが普通だ。ところが、調査報告書はその点のヒアリン

グを行ったのか、三者がどのように回答したのか等を、記述していない。つまり、社会の

当然の疑問として浮上する(iii)の日本側関係者の“認識”を確認するような作業を、調査

チームが行ったのかどうかが不明である。 

これらの結果、(ii)(iii)に対する解明への努力はなされていないと見える。 

また、招致委員会が解散直後に重要書類やコンピューター等を廃棄し、このような疑い

をかけられた時に明確に根拠を持って説明できないという事実こそが、招致委員会や JOC

への社会・市民の不信感の根源となる。ところが、そこへの批判や解明への努力は、本調

査報告書にはあまり記述されていない。総じて、調査報告書の内容は社会の関心と大きく

乖離している。 

 



第三者委員会報告書格付け委員会 

 23/23 

(7)再発防止提言の実効性、説得力 (8)企業や組織等の社会的責任、役員の経営責任への適

切な言及 

調査チームは結論として、『招致委員会関係者が、「オリンピック関係者」等への贈与の

禁止を含む IOC の規定を十分認識し、また、本件契約の際にも「オリンピック関係者」等

への贈与の認識を何ら有していなかったと認定する。』と報告書に記述している。しかし、

この調査内容では、この結論には説得力がない。 

招致委員会の収入 65 億円が寄付金、協賛金、スポーツ振興くじ助成金等から成っている

ことを考えれば、社会に対する説明責任は大きい。だが、どこの候補地も行っているから

東京も致し方なかった、ロビーイングの報酬は言い値で決まる等、責任を転嫁したような

記述が多く、招致委員会事務局がそうした事情においても、公正な努力を尽くしたのかど

うかが不明。社会的な責任は果たされていない、と考える。再発防止策も、IOC の方針を後

追いするものに過ぎず、具体的な提言となっていない。 

 

(9)調査報告書の社会的意義、公共財としての価値、普遍性 

今回、国内外で浮上した疑念を解消できたか、という点でははなはだ不十分な内容とな

った本調査報告書だが、オリンピック招致が極めて不透明なものであり、水面下のコンサ

ルタントのロビーイングが力を持ち、他候補地とのコンサルタント委託競争によりコンサ

ルタント料がつり上げられかねない実態を報告書で明らかにした、という点では、社会的

意義があった。しかし、一部メディアには公表したのに、一般市民がだれでも読める形で

公表配布されていないのははなはだ不公平であり、調査チームだけでなく調査を依頼した

JOC が、社会への説明責任を果たしていないことの証左とも言える。 

 

調査報告書の内容の不十分さ、社会に対する説明責任を果たしていないこと、調査結果

を一部メディアに公開したのみで一般には非開示としていること等から、総合評価をＤと

する。 

 

以上 



調査報告書

2016年 8月31日

公益財団法人日本オリンピック委員会

調査チーム



2016年8月31日

公益財団法人日本オリンピック委員会御 中

調査チーム‘

座長早川吉尚

メンバー宍戸一樹

メンバー久保恵

当調査チームは、当調査チームが実施した調査の結果につき本書をもって報

告する。
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第1 本件調査の概要

1 当調査チームの設置目的

公益財団法人日本オリンヒ。ック委員会(以下 iJOCJという。)は、特定

非営利活動法人東京2020オリンピック・パラリンヒ。ック招致委員会(以下、

単に「招致委員会Jという¥)の招致活動における招致委員会と、シンガ

ポール所在のBlackTidings (以下 iBT社」という。)との潤のコンサルタ

ント等業務委託(以下「本件コンサノレタント業務」という。)について検証

すること(以下「本件調査Jという。)を目的として、外部の弁護士、公認

会計士等から構成される JOC調査チームを2016年5月25日に設置した。

2 当調査チームの調査事項・構成・調査期間

(1) 調査事項

招致委員会と BT社とのコンサルタント等業務委託契約(以下「本件

契約」という。)の内容(契約金額、成果等)及びその締結過程の適正性

ο) 構成

当調査チームの構成は、以下のとおりである。

座 長:早川吉尚(立教大学教授・弁護士)

メンパー:宍戸一樹(弁護士)

メンバー:久保恵一(公認会計士)

オブ、ザーパー:松丸喜一郎 (JOC常務理事)

オブザーパー:和久井孝太郎(東京都総務局審理担当部長)

また、当調査チームは、上記に加えて、その他の弁護士及び公認会計

士にも本件調査を補助させている。

(3) 調査期間

当調査チームは、 2016年5月25日から両年8月31日までの問、本件

調査を行った(より具体的には別紙参照)。

1なお、招致委員会は、 2014年3月31日をもって解散している。



3 本件調査の方法等

当調査チームは、調査期間において、合計 11回の会議を開催した。また、

本件調査の具体的な方法・内容は、以下のとおりである。

(1) 本件契約締結及び本件コンサルタント業務提供の前後の時期に招致

委員会のメンバ}であった者並びに本件契約締結又は本件コンサル

タント業務に関係すると思料される者等に対するヒアリング

ア 招致委員会の役職員その他の関係者

2013年9月7日頃当時の理事長その他の幹部を含む計 18名

イその他

-株式会社電通(以下「電通」という。)を含む広告コンサルタント会

社等の役職者・従業員計8名

・アジア陸上競技連盟(以下 T'AAAJという。)関係者計2名

• Ianton Tan Tong Han氏(以下「タン氏」という。)の経営する会社及

び現住所の周辺住民等計6名

(合計34名、延べ37名)

ο) 契約書等の関係資料の閲覧

当調査チームは、招致委員会の清算人として資料を保管していた当時

の専務理事に打診し、当調査チ}ム座長との聞で秘密保持契約を締結し

た上で、同契約に基づき(個人のプライパシーに関する情報等について

は伏せられた形での)資料を受領し、検討した。

当該資料には、本件契約に係る契約書2通並びにこれらに関する菓議

書及び支払関係書類、 BT、社のパンフレット l通及び同社作成名義の招

致委員会宛てのレポート 4通、招致委員会の内規一式、収支計算書等の

財務関係書類、監査法人等による監査報告書及び「合意された手続実施

結果報告書」等が含まれる。

また、当調査チームは、独自に、招致委員会の 2020年オリンピック・

パラリンピック競技大会招致活動報告書(以下「招致活動報告書j とい

う，)、国際オリンヒ。ツク委員会(以下 rIOCJという。)の憲章及び倫理

規程、 BT社の登記情報等を入手し、検討した。

(3) 関係者のパーソナルコンピュータ等の調査・分析

2 
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当調査チームは、本件契約締結及び本件コンサルタント業務提供の前

後の時期に、これらに関連して使用した可能性のある関係者のパーソナ

ノレコンピュー夕、個人保有の携帯電話等の有無を、ヒアリング時又はヒ

アリングの日程調整等の際に確認したところ、以下のとおりであった。

すなわち、当時招致委員会において使用していたパーソナノレコン

ピュータは、招致委員会の解散に伴い、業者により既に廃棄処分されて

おり、また、サーバーも外部業者のものを使用していたため当時のデー

タはもはや残っていない。

もっとも、何らかの関連データが残っている可能性がある個人使用の

パーソナルコンピュ}夕、携帯電話等に関して、デジタノレフオレンジッ

ク等を実施した。

(4) 海外における調査等

当調査チームは、複数の連絡手段を用いて、本件契約の相手方である

BT社の代表者であるタン氏並びに報道等で関係者として名前が挙がっ

ているラミン・ディアク氏及びパパ・マッサタ・ディアク氏にもヒアリ

ングを行うべく連絡を試みたが、ラミン・ディアク氏に関しては、何ら

返答を得ることができなかった。他方、パパ・マッサタ・ディアク氏に

関しては、ヒアリングを受ける可能性がある旨の回答を一旦は得たが、

その後、ヒアリングの条件等を詰める過程で連絡を取ることができなく

なった。また、 BT社及びタン氏については、何ら返答を得ることがで

きなかったが、後記第 2 の 1 記載の~おり、シンガポールにおいて周辺

情報の現地調査を行った。

4 本件調査に至るまでの背景事情

(1) WADAのレポ}ト

2015年 11月9日、 WADA(世界アンチ・ドーピング機構)の設置し

た第三者委員会は、ロシアが陸上競技界で組織的なドーヒロングを行って

いる疑いがあるとする報告書を公表した。翌年1月 14日に公表された追

加報告書の 34頁の脚注 36には、 fTranscriptsof the various discussions 

between Turkish individua1s with KD make reference to a discussion regarding 

the Olympio city bidding process for the 2020 Summer Olympic Games. It is 
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自 ted伽 τ'urkey10st LD2，s叫 PMbecauseiky did not pwmnm油 ip

moneys of $ 4 to 5 million either to the Diamond League or IAAF. According 

也etranscript the J apanese did pay such a. sum.τbe 2020 Games were awarded 

to Tokyo.τbe IC did not investigate this matter :further for it was not wi也inour

remit.Jとの記載がなされていた。

。) 英紙ガーディアンの記事

上記 WADAのレポートでは、ロシアのドーピング隠しに関連して、

ドーピング隠しが効を奏さなかったために、ラミン・デ‘ィアク氏があら

かじめ受領していた探消しのための資金を 2014年 3月に返還する際に

BT社名義の口座が使われたとされていたことから、フランスにおいて

捜査が開始され、 BT社名義の口座を調べる過程で、招致委員会からの

振込みが確認された。

そして、イギリスの新聞社ガーディアンが、 2016年5月 11日、 BT社

の代表者であるタン氏と、ラミン・ディアク氏の息子であり、 IAAFの

マーケテイング、を担当するパパ・マッサタ・ディアク氏が近しい関係、に

あるとして、招致委員会から BT社名義の口座に振り込まれた金銭がパ

パ・マッサタ・ディアク氏、ラミン・ディアク氏へ流れたのではないか

とする記事を掲載した。

(3) 調査チームの立ち上げ

上記ο)の記事を受けて、翌 1213，フランス検察当局が本件に関し一

定の捜査を行っている旨公表すると、国内外で様々な報道がなされるこ

ととなったが、その中には、 2013年7月 16日及び同月 25日に、パパ・

7 ッサタ・ディアク氏が高級腕時計等を購入し、代金が BT社名義の口

座から支払われている旨も含まれていた。

当時の招致委員会の理事長及び事務局長は、 2016年 5月 13日に、支

払がE当なものである旨のステートメントを発したが、当時の理事長が

国会に参考人招致される等したこともあり、詳細について専門家による

2本件当時国際陸上競技連盟(以下 rIAAFJという。)の会長であり、 IOC委員でもあっ

たラミン・ディアク氏を指す。
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調査を要するとの判断がなされた。もっとも、招致委員会は既に解散し

ていることから、圏内のオリンピック統括組織であり、また、招致委員

会に複数の人員を出向させていたJOCによって、当調査チ}ムが立ち上

げられるに至った。具体的には、本件調査の対象から独立性を有する弁

護昔、公認会計士ーによりチームーを構成し、 JOC及び同じて招致委員会に酢

複数の人員を出向させており、かっ、オリンピック・パラリンピックの

招致活動を行う都市(以下「招致都市Jという。)であった東京都から、

それぞれオブ、ザーパーを参加させるとととなった。

第2 本件調査にかかる認定事実

以下の役職は、特段の断りがない限り 2013年9月7日頃当時のものである。

1 本件契約の当事者

(1) 招致委員会

2013年9月7日頃時点の招致委員会の概要は、以下のとおりである。

名称 特定非営利活動法人東京2020オリンピック・パラリン

ピック招致委員会

主たる事務所 東京都新宿区西新宿2丁目 8番 1号都庁第一本庁舎

目的 オリンピックムーブメントの推進や、オリンピック・

活動内容

パラリンピック招致に係る諸活動を行い、もって、東

京都が 2020年に開催される第 32回オリンヒ。ック競技

大会及び第16回パラリンピック競技大会の開催都市と

なる事をめざすことを通じて、都内におけるスポーツ

ムーブメ，ントを促進し東京が国際スポーツ都市として

発展すること

①特定非営利活動

-社会教育の推進を図る活動

-まちづくりの推進を図る活動

・学術、文化、芸術文はスポーツの振興を図る活動

.環境の保全を図る活動

-人権の擁護又は平和の推進を図る活動

.国際協力の活動

・男女共同参画社会の形成の促進を図る活動

5 
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代表者

。)BT社

-子どもの健全育成を図る活動

.情報化社会の発展を図る活動

.科学技術の振興を図る活動

-経済活動の活性化を図る活動

-以上の活動を行う団体の運営又は活動に関する連

絡、助言又は援助の活動

②特定非営利活動に係る事業

-国内オリンピックムーブメント事業

.国際的なオPンピック招致事業

-国内外への広報事業

・その他目的を達成するために必要な事業

③その他の事業

-知的財産の使用及び使用許諾等にかかわる事業

竹田恒和氏

ア 2013年9月7日頃時点のBT社の概要は、以下のとおりである。

名称 Black Tidings 

主たる事務所 28 Dakota Crescent， #04・74，Singapore 

事業内容 -スポーツマーケティング

.イベントマネジメント

・スポーツコンサノレティング

.テレビ放映権販売

. PR活動

・ロビーイング

代表者 タン氏

イ 現在までの BT社の状況は、以下のとおりである。

BT社は、 2006年4月 27日に rBlackTidings PubIishingJという名称

で立ち上げられ、 2011年 6月 21日に現在の名称に変更されるととも

に、同日、上記アの「主たる事務所J記載の所在地にあるアパートに

移転した。同アパートは2016年6月3日までタン氏の住所でもあった。

その後、 2014年 7月 4日をもって BT社の rSta印sof Business Jは
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rTennina匂dJとなっている。

2016年7月30日から同年8月2日において当調査チームは、BT社

の上記所在地を合計4度にわたって訪問したが、呼び掛けに応じる者

はなく、(報道されている写真では当該玄関前に多くの物が置かれてお

り、また、他の住宅は総じて玄関前に多くの物が置かれているにもか

かわらず)玄関前には何も置かれておらず、また、電力量計にも動き

がなく、人がいる気配はなかった。近隣住民からは、そこにはタン氏

が母親、妻.~ 1]，さい子供と計4人で暮らしていたが、数か月前に転居

したとの供述が得られた。

σ) タン氏

ア タン氏が経営する会社等の状況

タン氏は、 BT社を立ち上げる前の2003年9月8日に、 GoalUp!と

いう、サッカーに関するコンサノレティング等を行う事業体をパート

ナーと共同で立ち上げた。当調査チームは、この所在地を合計3度訪

問したが、所在地であるアパートには当該パートナーから同アパート

を賃借している他の人物が居住していた。また、当該パートナーによ

れば、同人はタン氏とは何年も会っていないとのことである。したがっ

て、当該事業体が現在において実質的に活動している様子は見受けら

れない。

次に、タン氏は、 2005年にBlackTidings Publishingという音楽関係

の出版等を行う事業体に4人目のオーナーとして参画したが、当該事

業体は同年中に事業を取り止めた。その後、タン氏は、上記パートナー

と共同で2006年に同一の名称で上記(2)のとおり BT社を立ち上げた。

BT社は2011年6月21日にその名称を現在のものに変更し、現在の住

所に所在地を移転した。また、聞社は同日にタン氏の単独経営に移行

している。

その後、タン氏は、2014年2月17日に、百leSporting Age (Asia Paci:fic) 

Pte. Ltd. (以下 rSA社」という。)という、広告、マーケティング、卸

売等を行う会社を立ち上げた。当調査チームは、 SA社の所在地につ

いても実際に訪問したが、そこには様々な事業体の所在地となり様々

な業務を代行する、いわゆる CorporateSecretaryであるA1Business Pte. 
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Ltd.という会社が所在していた。なお、タン氏は、 SA社設立の直前で

ある 2014年2月 15日及び同月 16日に、杭州市で開催されたアジア室

内陸上競技選手権大会において、 AAA会長及び HonorarySecretary 

Treasurerと面談しており、それを契機として SA社はAAAとの聞でス

ポンサー契約を締結することとなったが、翌年に同契約は終了してい

る。 AAAの関係者によれば、 SA社は、少なくとも 2014年から 2015

年当時において、実質的にパパ・マッサタ・ディアク氏とタン氏とが

取り仕切る会社であったとのことであり、また、その頃北京において

タン氏と上記AAA関係者は顔を合わせている。

その後、タン氏は、 2016年5月初旬に音楽関係のエージェントとし

て姿を現しているほか、同年6月1日にUbe血姐という旅客運送の事

業体を立ち上げているが、その所在地はBT社と同一である。

イ タン氏の現住所の状況

上記。)イのとおり、タン氏は、 BT社所在地から 2016年6月3日に

転居した。タン氏の現住所として登録されているマンションの住戸は、

一見して相当程度広い間取りを有する新しい物件である。

当調査チ}ムは同住戸を合計4度訪問したところ、同年7月30日に

は玄関前にベビーカー等が置かれ、女性が3人いた。そのうちの一人

は、タン氏のことは知らないと述べた。同年B月1日に当該女性に再

度接触できたが、やはりタン氏のことは知らないと述べ、自分自身は

逓 1回程度来ているハウスキーパーであると主張した。

2 招致委員会設立の経緯

招致委員会の前身である①「特定非営利活動法人東京オロンピック招致

委員会」は、 2007年2月27日に設立登記が経由され (2008年7月1日に

「特定非営利活動法人東京オリンピック・パラリンピック招致委員会」へ

と名称が変更されている。)、 2016年のオリンピック・パラリンピックを東

京に招致するための活動を行っていたが、 2016年の招致には至らなかった。

もっとも、同委員会は、2010年7月6日に「特定非営利活動法人国際スポー

ツ東京委員会」と名称を変更して存続していた。

他方で、 2020年のオリンヒ。ック・パラリンヒ。ックを再度東京に招致しよ

うとする機運が日本圏内及び東京において高まる中で、20日年9月15日、
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②「東京2020オリンピック・パラリンヒ。ツク招致委員会」という名称の任

意団体(権利龍カのない社団)が組織され(理事長は竹田恒和氏)、招致の

ための取組みに着手していた。

そして、 2012年4月213，これらの団体(上記①及び②)が一本化され、

上記「特定非営利活動法人国際スポーツ東京委員会jは、「特定非営利活動

法人東京:2020オリンピック・パラリンヒ。ック招致委員会」へと名称の変更

登記を行った。これ以後、招致委員会は、 2020年オリンピック・パラリン

ピックの東京への招致のための活動を本格化させた。

また、東京都も、 2016年招致に引き続き、 2020年招致に取り組むことを

表明し、 2011年8月 113，東京都スポーツ振興局内に招致推進部が設置さ

れ、招致委員会、 JOCその他の関係機関と連携して招致活動を行った。

3 招致委員会の組織"予算

招致委員会は、東京都知事を会長とし、大きく分けて、理事会と評議会

の二つから構成されていた。

理事会は、招致実務を行う事務局を有する組織であり、総務・財務部、

事業部、計画部、戦略広報部及び国際部が存在した。他方で、評議会は、

東京都知事を会長とし、最高顧問、特別顧問及び委員には日本の各界を代

表する人物が就任し、「オーノレジャパンJで主に国内の招致活動を支援する

とともに、理事会に対し、助言を行う組織であった。

もっとも、理事会の事務局が上記のように一定程度組織化されたのは、

招致委員会の活動が本格化した2012年4月以降のことであり、それ以前の

任意団体時代は、民間企業からの出向者を中心にした非常に少ないスタッ

フで構成されていた。また、その後も、招致委員会自体が、国、東京都及

び JOCをはじめとする様々な民間団体の出身者等で構成されていたため、

形式上は組織化されていたものの、実質的には決裁等の指示命令系統が必

ずしも明確化・一元化されていない面もあった。招致委員会は、東京への

オリンピック・パラリンヒ。ツク招致目的という点では明確な目標がその構

成員によって共有されていたものの、組織という点では、いわば寄り合い

所帯的な雰囲気を呈していたことは否めず、また、評議会や(有識者から

アドバイスを受けるための組織である)国際招致戦略会議等の意見も尊重

しながら、意思決定をしていく必要があったo そのため、招致委員会を取
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り仕切る事務局においては調整・取りまとめに苦労する面が少なからずあ

る一方で、事務局の裁量によって臨機応変な判断を要する場合もあった。

招致委員会の予算は、招致活動報告書によれば、以下のとおりであった。

すなわち、全活動期聞を通して、収入が寄付金約49億円、協賛金約7億円、

スポーツ振興くじ助成金約9億円等の計約 65億円であった。支出について

は、招致活動経費が約54億円であり、うち約21億円が国際招致活動(プ

ロモーション活動等)、約 33億円が招致機運醸成等(全国キャンペーン等)

となっており、この約21億円のうち、約8億円が、海外コンサルタント費

用として計上された。また、他の支出として、約7億 5000万円の借入金返

済があったほか、約3億 7000万円は残務処理・寄付等に使用され、最終的

に収支は0となっている。

なお、上記の招致委員会の予算とは別に、東京都独自の予算も存在して

いた。両者は区別して管理されており、例えば、 BT社のような海外ゴン

サルタントに対して報酬等を東京都が支払うことはなかった。

4 招致活動

(1) 招致活動の概要

招致委員会においては、その前身の任意団体時代から立候補のための

申請ファイルの作成や国際プロモーションへ向けた準備活動を精力的に

行っていた。そして、 2020年オリンヒ。ツク・パラリンヒ。ックの立候補都

市3が選定された2012年5月23日以降、立候補ファイルを作成し、同ファ

イノレが提出された2013年 1月7日以降には、同年9月7日の開催都市決

定のためのブエノスアイレスでの IOC総会に向けて、国際プロモーショ

ン活動を公式に展開することとなった。

上記招致活動に当たっては、圏内の支持はもちろんであるが、国外の

支持を得ることが極めて重要であり、招致委員会事務局の戦略広報部、

国際部等を中心に、 fInternationalRelationship J (以下 fIRJ という。)、

3招致都市は、所定の期間内に、所定の手続により圏内オリンピック委員会(以下 rNOCJ

という。日本においてはJOCである。)がIOCに届け出ることで、「申請都市」となる。 IOC

理事会は、申請都市の中から、「申請ファイノレ」の評価結果を参考に、「立候補都市」を選

定する。
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rIntemationaJ CommunicatiorisJ (以下 rrCJという。)活動が実施された。

前者は国際的な関係性を構築するための活動であり、後者は、プレゼン

テーションを含めた国際的な広報活動等を主体とするものであった。前

者のうち最も重要な活動の一つは、 2020年の開催都市の決定に投票権を

有するIOC委員及びIOC委員に影響力のある関係者等に対するロビーイ

ング活動であった。

ο) 国際ロビーイング活動の概要

ア IOC委員と招致都市との関係

2020年オロンピック・パラリンピック招致において適用されていた

IOC倫理規程の一部をなす「オリンピック競技大会開催全希望都市に

適用される行動規範J第 12条 (IOC委員との関係)は、 rIOC委員に

よる都市への訪問及び都市によるIOC委員への訪問は行つてはならな

い。 IOC委員が何らかの理由で都市を訪問する必要がある場合、その

委員は、事前に IOC倫理委員会に通知しなければならない。都市は、

立候補のプロモーションのためにこの機会を利用すること、並びにか

かる訪問に関連する経費その他の支出、特に、交通費及び宿泊費を負

担することはできない。立候補ファイルの IOCへの提出締切後にのみ

(2013年1月)、立候補都市はIOC委員に対して立候補のプロモーショ

ンを、国際的イベント、国際競技大会、文は書面を送ることによって

行うことができる。 IOC委員はいかなる形でも立候補のプロモーショ

ンに関係するレセプションに招待されてはならない。」と規定している。

そのため、 IOC委員に接触できる機会は極めて限定されており、国際

的イベント、国際競技大会等の際に、積極的にロピーイングの機会を

設け、それぞれのIOC委員及びその所属する国又は団体に関する十分

な情報に基づき、効果的かっ効率的に IOC委員との信頼関係を構築す

るととが不可欠であった。

また、上記規定は、 2002年に行われたソルトレイクシティオリン

ピックの招致活動において、数名のIOC委員が、招致都市から金銭そ

の他の利益の供与を受けたとして、追放され、又は辞任に追い込まれ

る事態となったことを受けて九汚職の機会をなくすべく、制限が強化

されていった結果として定められたものである。したがって、仮に
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2020年オリンピヤク・パラリンヒ。ック招致において IOC委員が招致都

市から金銭その他の利益を供与されれば、 IOCから追放され、社会的

地位も失うであろうことが容易に想像される状況にあった。

イ 招致委員会における国際ロビーイング活動の概要

招致委員会において国際ロビーイング活動を担ったのは、自らも

IOC委員である理事長のほか、専務理事、理事、スポーツディレクター、

アドバイザー等であり、同人らは、招致活動の過程において IOCによ

り行われた複数回のレクチャー等を通じて」二記アの事情を熟知してい

た(また、その事情は、その他の招致委員会関係者にも広く共有され

ていた。)。同人らは、 IOC委員や国際競技連盟(以下 rIFJ という。)

等に対する自らが長年築いてきた信頼関係や交友関係等を通じて、ま

た、 2016年東京招致の際の反省を踏まえて、あらゆる関係機関の協力

を得て、 IOC委員等に対し、東京がオリンピック・パラリンヒロック開

催地に最も相応しいことを説明した。さらに、 E主催の国際競技大会

や公式行事等に可能な限り参加し、 IOC委員等との聞で友好かっ真撃

な信頼関係を構築することに専心していた。そして、ロピーイング活

動を円滑に行わせるための情報収集等を担うとともに、自らもロビー

イング活動を行うこと等が下記 5(2)記載の(ロピーイングを行う)コ

ンサノレタントの役割であった。かかるコンサルタントは、原則として、

招致委員会内における国際部を中心に選定等がされたが、必要に応じ

て国際部の主導ではない形でコンサルタントの活用がなされることも

あり、柔軟かっ多様なロピーイング活動が行われた。

5 コンサルタントへの委託の必要性とその活動実態等

(1) コンサルタントへの委託の必要性

オリ ンピック・パラリンヒ。ツク招致活動に当たっては、上記 4(1)記載

のR及びIC活動を含め、あらゆる場面においてコンサルタントが必要

となる。

コンサノレFントの業務には、招致活動全般、招致計画、広報、プレゼ
ンテーシヨ lン、行動振付、ロビーイング、マーケティング等様々なもの

がある。そして、招致都市においては、上記各業務を効果的に遂行する

ためにそれぞれの分野に相応しいコンサルタントに業務委託をするのが
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通常かっ必要的であるD すなわち、情報収集、プレゼンテーション、さ

らには、競技施設の容量や設備等がオリンピック・パラリンヒ。ツクに相

応しいものか否か、また‘それがIOC委員等の関心に沿うものであるか

否かについては、各招致都市だけで判断することは困難であるだけでは

なく、独善に陥る危険すらある。そのため、過去のオリンピック・パラ

リンピック招致や E 主催の国際競技大会招致等に習熟した国際的なコ

ンサルタントの助言を得ることはオリンピック・パラロンヒEツク招致に

おいては必要とされ、また、有力なコンサルタントを適時に確保するこ

とも(他の招致都市に有力なコンサルタントを奪われないようにすると

いう観点からしても)他の招致都市との競争において非常に重要で、あっ

た。

もっとも、 2016年東京招致では、約 30に及ぶョンサルタントと契約

したものの、事後的にみると必ずしも効果的な活動をなし得なかったと

判断されるコンサルタントもおり、また、総額で約 150億円という予算

を投じたものの、結果として招致に成功しなかったという批判を受けた

こともあった。そのため、 2020年東京招致においては、有能なコンサIレ

タントを必要かっ適宜の時期に人数を絞って契約していくということが

関係者の共通認識となっていた(もちろんそれ以外の園内招致活動を含

め予算の制約が徹底されており、効果的かっコνパクトな招致活動を行

うことが招致委員会関係者の聞で周知され、また、現に実施されていた。)。

(2) ロビーイングを担当するコンサルタントの活動実態

コンサルタントのうちロビーイングを担当するコンサルタントの活動

内容は、一般的に、①招致都市の招致活動に関する全般を把握すること、

②各ステークホルダーの関連情報を入手すること、③上記②で得られた

情報に基づいて招致都市に対し、各ステークホノレダーに関する対応策等

の助言をすること、④招致都市とステークホルダーとの面談の機会を

セッティングすること、⑤上記④の際、招致都市の優れた点を各ステー

クホルダーに説明すること、⑥上記①から⑤の一連の活動によって各ス

テークホルダーの支持を獲得するよう尽力し、かっ、場合によっては上

記活動を繰り返すこと、⑦最終的に上記支持に関する情報を招致都市に

提供すること、であるとされる。もっとも、ロピーイングを担当するコ
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ンサルタントの活動実態は千差万別であり、自らはロピ}イシグ活動を

行わずに情報提供・機会提供に留めるコンサノレタントもいる。

また、ロピ}イングを担当するコンサルタントの多くは、、個人で活動

しており、自己のコネクション等(例えば元IOCの事務局等に勤務した

経験のあるコンサルタント等もいる。)に基づき、自宅(又は自宅兼事務

所)等4を拠点に電話等の通信手段を用いて情報収集を行うほか、 E主催

の国際競技大会等の行事に頻繁に出向き、 IOC委員及びIOC委員に影響

力のある関係者等と産接会ってロピーイング活動を行う(なお、自らロ

ビーイング活動はしないものの、ロビーイングのタイミング・時期等の

情報提供をし、ロピーンイングの仲介だけを行う者もいることは上記のと

おりである。)。これに対し、会社組織等に法人化されたコンサルタント

もいるが、専らプレゼンテーションの助言等を行う IC面のコンサルタン

トであり、ロビーイング活動のコンサルタントには組織化・大型化され

たコンサルタントはほとんどいない。これは、ロピーイング活動自体が

非常にセンシティブかっ秘匿性のある情報を取り扱うという性質があり、

また、当該コンサルタント個人の人間関係やノウハウに依拠し、当該コ

ンサノレタントの属人的な要素が重要であるため、余り組織化・大型化す

ることには馴染まないことが要因とされる。

また、ロビーイング活動を行うコンサノレタントについては、招致都市

との聞の契約内容如何にもよるが、収集した情報については書面やメ}

ノレ等で報告をせず、口頭で報告が行われることも多い。これも、ロピー

イングによって得られる情報の秘匿性・センシティブ性等によるもので、

あり、記録化に馴染まないという点が要因のーっとなる。

4 BT社は、所在地が古い公営住宅である点等から、実体のないペーパーカンパニーではな

いかとする報道等がなされていると ζろである。しかし、上記のとおり、ロビーイング活

動を行うコンサルタントは、自宅等において個人で行うことがむしろ一般的であり、また、

シンガポールにおいては、自宅等を会社等の所在地にすることは何ら珍しいことではない

(AAAの所在地もAAA関係者の娘の自宅である。)。また、シンガポールにおいては民間

の住宅賃貸料が著しく高額であり、シンガポール国民のほとんどが公営住宅に居住してい

ることに鑑みると、所在地が古い公営住宅である点等のみから、実体のないペーパーカン

パニーであると断ずることはいささか早計である。
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(3) コンサルタントの報酬等

コンサルタントの報酬もコンサルタントによって千差万別である。オ

ロンヒ。ック・パラリンヒ。ック招致という限定された分野における当該コ

ンサルタントの持つコネクション・ノウハク及びこれに基づく情報収集

等に対する対価という性質上、相場観・市場感が非常に形成されにくい。

また、オリンピック・パラリンピック招致が国家プロジェクトとも評さ

れる非常に重大なものであることはもちろんであるが、かかるロビーイ

ング活動を効果的に行うことのできるコンサルタントが世界的に希少で

あるとされる。そのため、特に優秀とされるコンサルタントについては、

他の招致都市に争奪されることを防ぐという意味でも、報酬額が億単位

となり、稼働期間等と比較して相対的に高額となるケースもあり、また、

その金額がコンサルタント側主導で(いわば「言い値」で)決定される

ことも少なくない。なお、コンサルタントの側からしても、自らの特性

を活かしてロビーイング活動を行える機会は極めて限定されており(例

えば、夏季のオリンピック・パラリンピック招致に特化したロピイスト

については、 4年に 1度)、ロピーイング活動から得られる報酬について

は、当該活動をしていない期間の生活を賄うという面もある。

また、コンサルタントと招致都市との聞の契約内容如何によるが、着

手金・成功報酬形式とするもの、成功如何にかかわらない定額報酬とす

るもの、日当・経費を含むものと含まないものがあるとされる。特に経

費については、自らロビーイング活動をするコンサルタントは、 E主催

の国際競技大会等のイベントに頻繁に参加し、その際の食事代等を負担

することもあるため、航空運賃、ホテル代等の旅費等も相当程度かかり、

例えば、 3年間の契約では、経費だけで数千万円になることもあったと

される。

6 2020年東京招致における 2013年5月頃から同年9月7日までの招致状

況

(1) 招致委員会による国際タロモーション活動の概要

招致委員会による国際プロモーション活動は、2013年1月7日(以下、

西暦の記載は、特に断らない場合には省略する。}以降、公式に認められ

(もちろんそれ以前にも情報収集活動等は精力的に行われていた。)、上
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記活動が本格化したが、特に9月7日のIOC総会の産前期である 5月頃

以降の約4か月聞は、各種公向子事が目白押しであった。主たるものに

は以下のものが挙げられる三

① 5月27日から同月 31日まで スポーツアコード会議(サンクトベテ

ノレブノレク)

② 6月14日から同月 16日まで 国内オリンピック委員会連合(ANOC)

総会(ローザンヌ)

③ 7月3日及び4日 テクニカJレブ、リーフィング(ローザンヌ)

④ 7月 19日からa月4日まで 国際水連世界選手権(以下「世界水泳J
という。) (パノレセロナ)

⑤ 8月 10日から同月 18日まで 世界陸上競技選手権大会(以下「世界

陸上Jという。) (モスクワ)

⑥ 9月7日 IOC総会(ブ、エノスアイレス)

そのため、自らロビーイング活動を行っていた理事長や専務理事らは、

(それ以前からもそうであるが特に)この期間中、世界各国を飛び回り、

まさに多忙を極めていた。また、招致委員会事務局、特に戦略広報部や

国際部のスタッフも各大会でのプレゼンテーション等の準備に忙殺され

ていた。そして、東京に残っていた招致委員会の事務局スタッフは、多

くの幹部・スタッフ等がいない中で、少人数にて日々業務処理等の対応

に追われる状況にあった。

。) 上記時期における招致の見込み

5これ以外にも、 5月には、①アイスホッケー世界選手権大会(ストックホルム、ヘルシ

ンキ)、②アフリカ国際スポーツ会議(ダカール)、③IAAFビジネスパートナーミーティ

ング、④世界トライアスロンシリーズ横浜大会(横浜)、 6月には、⑤世界と発展のための

スポーツ国除フォーラム(ニューヨーク)、⑥スポーツ仲裁シンポジウム(東京)、⑦ピョ

ンチャン調整委員会(ピョンチャン)、③国際スポーツ関係フォーラム(ソウル〉、⑨IOC

アスリートフォーラム(シンガポーJレ)、⑬第4回アジアインドア・マーシャルアーツゲー

ムズ(インチョン)、 7月には、⑪アフリカ国内オリンピック委員会総会(アどジャン)、

⑫世界ユース陸上競技選手権大会(ドネツィク)、⑬IPC陸上競技世界選手権大会(リヨン)、
⑬ワールドゲームズ2013(カリ)、 8月には⑬第2周アジアユースゲームズ(南京)、⑬世

界ボート選手権大会(チュンジュ)、⑫世界柔道選手権大会(日オデジャネイロ)が開催さ

れるなどした。
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2020年東京招致に当たっては、 2016年東京招致失敗の反省を踏まえ、

招致委員会関係者等は、当初から万全の体制でコンパクトかっ効果的に

準備を行い、東京の魅力を訴えてきた。そのため、 1月以降は、東京招

致については、 IOC委員等からの良い感触が得られていたとする関係者

も少なくない。もっとも、 IOC委員等の実際の投票行動をあらかじめ全

て予測することは極めて困難であり、およそ安心できる状況にはなかっ

た。

この点、イスタンブールは、一つの都市にヨーロッパとアジアという

こつの大陸が存在する「東西の架け橋jであること等を効果的にアピー

ルしているとの評価があり、 5月頃の時点ではイスタンブーノレが有利で

あったとする関係者も少なからずいた。また、 7月3日及び4日のテク

ニぞレブDーフィングでは、東京は開催要領に則って東京の機能性を中

心に訴えたところ、スペインのフェリペ皐太子は、自身のオリンピアン

としての経験を交えて非常に感動的なスピーチを行い、そのことが世界

的に注目され、招致委員会でもマドリードへのIOC委員の共感が高まっ

ているなどの懸念も生じていた。

9月7日のIOC総会の最も直前かっ大規模な世界大会は、 8月 10日;か

らモスクワでIAAFが主催する世界陸上であるところ、世界陸上におい

ては IOC理事会が開催されることが恒例となっていることから、約 30

人のIOC委員が来ると考えられており、最後のロビーイング活動の場と

して非常に重要になると捉えられていた。

。〉 招致活動と地域性

IOC委員に対するロビーイング活動は、上記のとおりよ個人的な繋が

りiこ依拠する面も少なくなく、特定の地域ごとにまとめて有利不利とさ
れるものではないという見解の関係者が少なくない。もっとも、東アジ

ア地域については東京が支持を得るには難しい面があるとする関係者も

おり、また、欧州・アフリカと比較すると、中東地域等についても複雑

な面があり、支持を得ることは容易ではないとする関係者もいた。

7 招致委員会と BT社との聞の業務委託

(1) 招致委員会におけるコンサルタントとの聞の契約締結状況一般

17 
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上記5(1)記載のとおり、招致委員会においては、 2016年東京招致が成

功しなかったという経験を踏まえて、コンサルタント契約については、

相当程度絞り込みをかけると同時に、他方で、必要不可欠なコンサルタ

ントについては早期の段階で契約を締結し、有能なコンサルタントを他

の招致都市に奪われないようにするという関係者間のコンセンサスが

あった。

コンサルタントとの契約の締結経緯は、様々であるが、自らも IOC委

.員であり、かっ、多くの IOC委員と懇意である理事長や、世界的なコネ

クションのある専務理事から推薦される場合もあれば、自薦他薦の形で

コンサノレタントの応募書類が招致委員会宛てに送付され、これらを検討

する場合もあった。そして、コンサルタントとの聞の実質的な契約金額

や条件の交渉等は事務局内の実務担当者等が行うことが多かうた。もっ

とも、いずれにせよ契約金額が I件について非常に高額となることもあ

るため、所定の案議書を用いて、理事長、専務理事、事務局長、事務次

長等の決裁印を得て菓議を経ることとされていた。

。) 招致委員会と BT社との聞の業務委託に至る経緯

ア BT社による自薦

事務局長及び事務次長(以下「事務局長ら」という。)は、以下のよ

うな事情があったと述べる。

5月下旬頃、 BT社から自己をコンサノレタントとして推薦するレター

とともに同封されたパンフレットが招致委員会宛てに送付された。な

お、これまでにも複数のコンサルタントから招致委員会宛てに同様の

自薦のレターが来ることがあった。

同レターを受領した事務次長は、 BT社のパジフレットには、 IAAF

に関する記載や世界的に著名な企業がクライアントとなっているこ

と等を示す記載があり、特にBT社が、 2015年に北京で実施される世

界陸上の招致に実績があったことを示す記載があったことに着目を

した。

そこで、事務次長が、上司である事務局長に相談したところ、事務

局長らは、 BT社がIAAFとのコネクションや2015年の北京での世界

陸上の招致実績をアピーノレしていること及びIAAFには少なからぬ数

18 



J 

のIOC委員がいること並びにB月にはモスクワで世界陸上が開催され

る予定であることに加えて、 BT社はアジア(シンガポール)のコン

サルタントであり、上記 6(3)記載のような状況の中でアジア地域等に

強いコンサルタントがいれば招致活動にとって大きなメリァトがあ

るのではないかと考えた。また、当時においては、他の立候補都市の

方が優勢であるといった観測が関係者の間で広がっていた上に、かね

てから国際招致戦略会議等でロピーイング活動に関するコンサルタ

ントの強化が必要であるとの意見があったことや、 2020年東京招致で

は (2016年東京招致失敗の反省を受けて)コンサルタントの数を絞っ

ていたことから、招致委員会で現在活動しているロビーイングのコン

サルタントだけで十分足りているのかという意見もあった。そのため、

タン氏が仮に IAAFに対し強いコネクション等を有しているのであれ

ば、来る 8月に世界陸上モスクワ大会を控えていたこともあり、重要

な情報提供、ロピーイング活動等をしてくれるのではないかという強

い期待感があった。

もっとも、事務局長らは、当該コンサノレタントに関する独自の情報

網は有しておらず、また、この時期、理事長及び専務理事は、前記 6

記載のとおり、世界中を飛び回って自らロピーイング活動をしており、

ほとんど日本にいる期間がなかった。そのため、事務局長らは、 IAAF

関係のことであればIAAFとの取引関係等が長い電通に確認すること

が相当ではないかと考えたt
そこで、事務局長らは、かねてから面識があり、頻繁に招致委員会

に出入りしていた電通の役職者の一人を通じて、電通のスポーツ局に

おける海外経験の豊富な役職者とあらかじめアポイントを取り、 6月

6電通は、 IOCのエージェントであり、また、コンサ1レテイング等の業務も行っていたこ

とから、 IOCとの関係上、招致委員会による国際的な招致活動それ自体を招致委員会から

受託する契約等は締結していない。もっとも、篭通は、招致委員会の招致活動を支援する

スポンサー企業の獲得等に闘し、招致委員会との聞で代理府契約等を締結しており、電通

関係者が招致委員会事務局を訪れることは少なからずあった。また、電通は、世界陸上や

世界水泳等のマーケテイング・放送権を長年取得するなど豊富なノウハウや経験があった

こと等から、電通関係者は、招致委員会関係者との聞で相応の面識があった。そのため、

事務局長らは電通に問い合わせることにしたものである。
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中旬頃、電通本社で面談することとした。

イ 電通関係者とタン氏との関係

電通の当該役職者は、 BT社自体の認識はなかったが、 BT社の代表

者であるタン氏については2008年の北京オリンヒ。ック・パラリンヒ。ツ

ク以降、面識があった。特に 2010年に実施された、 2015年の世界陸

上の北京招致においては、 IAAFのエージェントである電通から見て

も、タン氏は、希有なアジア人のコンサルタントーとして非常に有能な

ロビーイング活動をしているとの認識・評価があり、当該役職者は、

他の電通関係者らとともに複数回食事を共にしたこともあった。モダ

ンスポーツマーケティングの知識経験に乏しかった北京の関係者に

対し、非常に的確なアドバイスをしていたとの認識を有じていた。な

お、タン氏は、北京への世界陸上招致成功後に 2015年世界陸上北京

大会の組織委員会に関与しており、同委員会の会合において、複数の

電通関係者が同席することもあった。

ウ 事務局長らと電通役職者らとの商談

事務局長らは、電通の当該役職者に対し、 BT社のコンサルタント

としての評判や能力について確認じたところ、同氏は、上記イの認識

を示した上で、 2013年にモスクワで世界陸上が行われた後は、次の

2015年の北京に向けて、北京での世界陸上の招致に実績があり、かっ、

北京の組織委員会にも関与しているタン氏の IAAFに対する影響力が

増してくると考えられるとともに、予算が許すのであればタン氏と契

約を締結してIAAFに所属する IOC委員及び関係する IOC委員等に働

きかけることができれば招致活動にとって非常に有益となり得る旨

述べた。また、当該役職者は、当時、 2019年の世界陸上に中東のカター

ルが立候補していたところ、2015年の北京招致に実績のあるタン氏が

カタールにそのノウハウ等を教示すること等によって中東との橋渡

しをするとともできる可能性がある旨も示唆した。もっとも、当該役

職者によれば、タン氏とパパ・マッサタ・ヲィアク氏が個人的に親し

い関係にあるとの認識は有していなかったことから、当該関係を根拠

にタン氏を勧めたわけではなかった。

事務局長らは、当該役職者の上記発言を受けY コンサルタント業界

の潮流に最も情報を有していると考えられる電通から、タン氏が非常
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に有能なアジアのコンサルタントであるとの確証を得たと考え、また、

モスクワでの世界陸上はもちろん IOC総会まで残り期聞が短かった

ことから、早急にタン氏〈又はBT社)との聞の契約締結を進める必

要があると考えた(なお、その際に電通からの書面による推薦書等は

特段作成されていない。)。

エ 事務局長らとタン氏との電話会議

事務局長らは、電通の当該役職者との面談を終えてすぐに、タン氏

と連絡することとし、招致委員会と契約関係にあった業者を通じて通

訳を手配し、同通訳及び同業者の代表者の同席の下で、東京都庁第一

本庁舎 41階(招致委員会及び東京都スポ}ツ振興局招致推進部が所

在していた。)の会議室においてタン氏と電話会議を行った。

事務局長らとしては、タン氏にコンサルタント契約をー依頼する意思

を固めており、また、アジア、中東及びIAAF関係の情報収集及びロ

ピーイングの依頼をタン氏は了承したため、専ら契約金額が会議の議

題となった。事務局長らとしては、招致委員会におけるこれまでのコ

ンサルタント契約の経験から l億円くらいの予算感を持っていたが、

タン氏からの提示額は約 230万米ドル(当時のレートで約 2億 2500

万円)というものであった。

しかし、招致委員会としては、 IOC総会等を控え今後多額の支出等

が想定されており、この時点で約2億円余の支出に関する契約を締結

できる財務状況にはなかった。また、 2016年東京招致では約7億円の

赤字を抱えており、招致委員会はかかる赤字を引き継ぎ、限られた予

算で運営されていたため、上記提示額を簡単に承諾することもできな

かった。他方で、事務局長らは、上記のとおり、タン氏との契約が 2020

年東京招致にとって極めて重要であるとの認識であり、また、ここで

合意ができなかった場合には、タン氏がイスタンブール又はマドリー

ドに売り込みに行くことが非常に懸念された。

そこで、事務局長らは、契約内容を実質的又は事実上の成功報酬的

なものとすることを提案した。具体的には、当初の契約の契約金額は

95万米ドルとし、残金は招致成功後に(予算枠があればタン氏の希望

する約230万米ドルの枠内で)別途契約を締結するというものであり、

交渉の末、最終的にタン氏との簡で上記内容を口頭にて合意し、 7月

21 



1 

1日から契約を開始することとした(なお、経費等は上記金額に含む

ものとされた。)。このような形の契約としたのは、一つの契約で(成

功報酬を含めて)2億円を超えるような金額になることには事務局長

らとしては抵抗があり、また、成功報酬をその時点で書面をもって約

束することはできなかったことによる。

なお、事務局長らとしては、仮に招致に成功して成功報酬を求めら

れた際に予算枠がなかったらどうするのかという問題が残ることは

念頭にあったが、その際には(成功報酬を文書で合意しているわけで

はなかったので)改めて減額等を交渉することも選択肢にあった。

(3) 1通自の契約の契約書の作成・決裁、支払の実行

ア I通目の契約の契約書の作成及び記載内容等

I通目の契約(以下「本件第1契約」という。)の契約書は、事務次

長が他のコンサルタントとの契約書式を基に原案を作成し、最終的に

は、招致委員会の顧問弁護士のレビュー・確認を経た。契約書の主た

る記載内容は以下のとおりであるが、事務次長としては、成功報酬が

予定されていることを明文化しなかった。そして、他のコンサルタン

トとの契約書式に沿って BT社を当事者とし、契約金額等を整える等

のごく形式的な修正を行った。

①契約締結日:2013年7月 1日

②契約の有効期間:2013年7月 1日から同年9月30日まで

③契約金額:95万米ドノレ

④支払期限:2013年7月31日

⑤コンサノレティングの範囲

A 招致戦略活動及び補助

CEOへの助言、情報伝達・広報活動、ロビーイング活動

B 特に東南アジア及び中東でのスポーツに関する情報収集

そして、同契約書案2部をタン氏に送付し、タン氏のサインを得て

2部とも一旦招致委員会に送り返してもらい(タン氏からは修正等は

一切なかった。)、その後、決裁手続を行うとととした。

イ決裁手続等

菓議書の決裁手続を経ないと招致委員会からの支払は実行されない
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ため、上記ア記載の支払期限である 7月31日までにBT社の口座に着

金するように決裁手続を行う必要があった。他方で、理事長は、こーの

時期は極めて多忙であり、ほとんど海外出張等であったことから、理

事長が日本にいるタイミングを見許らって決裁をもらう必要があった。

そして、事務次長が7月25日付け菓議書を起案し、事務局長らは、岡

田頃、 JOC会長室の理事長を訪れた。そして、事務局長らは、理事長

に対し、契約の概要及びIAAFあるいはアジア・中東に繋がりのある

コンサルタントとして BT社が良いこと並びに電通が BT社を勧めて

いる旨を説明した。他方で、事務局長らは、 BT社との聞で成功報酬

的な合意をしていることはその時点では理事長には伝えなかった。理

事長は普段から様めて多忙な中で、多数の書類の決裁をしていること

に加えて、かねてより信頼している事務局長らが電通の助言を得て取

りまとめたものであって金額も含めて特段の問題はないと考え、菓議

書及び契約書に一通り目通しした上で、決裁印をt押し、契約書の各頁
及び署名欄に自暑にて署名をした。その後、契約書の 1部は招致委員

会に保管され、もう l部の契約書はBT社に送付された。

なお、菓議書に押印されたその余の印の決裁者は、既に上司である

事務局長らの決定を経た内容であったため、内容については問題ない

と考えて決裁印を押印している。また、専務理事は、決裁時には海外

出張中であったため、理事長が代印した。

ク支払の実行

そして、上記イの決裁後の7月初日、招致委員会は、 BT社からの

同月 25日付けの請求書(支払期限同月 31日)に基づき、招致委員会

の株式会社みずほ銀行新宿新都心支庖の口座から BT社の口座

(Stand訂dChartered Ba且k)に仕向送金した7。なお、招致委員会が送金

に用いた口座は、招致委員会の園内・海外を問わず、日常的に多数の

7前記第 lの4(3)記載のとおり、パパ・マッサタ・ディアク氏J士、 7月 16日及び同月 25

日に高級腕時計等を購入しており、招致委員会が振り込んだ資金が高級腕時計等の購入に

使われたのではないかとの報道がみられる。上記購入時点は本件第l契約開始時点である

7月1日の後であるが、招致委員会がBT社の口座に本件第I契約に基づく 95万米ドルを

振り込む手続を行ったのは上記購入時点より後の7月29日である。
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支払に用いられている銀行口座であった九

(4) BT社からの情報提供等

上記のとおり、両当事者が上記契約書に最終的にサインしたのは7月

25日頃で、あったが、 BT社は、契約の始期である 7月 l日以降、情報収

集及びロピーイング活動を開始した。

もっとも、事務局長らは、以下のような事情があったと述べる。すな

わち、同月以降のタン氏のロピーイング活動に付随して、同契約に定め

られたとおり、各月ごとにロピーイングに関するコンブイデンシャル情

報が記載されたレタ}が送付されていた。同情報は、事務次長から事務

局長に、そして、事務局長から理事長に共有された。ただし、同情報は、

具体的な IOC委員の動向が記載されており、秘匿性が求められたため、

同レターは後日破棄された九

(5) 2通目の契約の契約書の作成・決裁、支払の実行

ア 2通目の契約の契約書の作成及び記載内容等

東京は、 9月7日のIOC総会にて2020年のオリンピック・パラリン

ピック開催地に決まり、招致に成功した。その後、招致委員会では、

祝勝行事等が行われると同時に、 9月30日をもって、出向者のほとん

どが出向元に戻ることになっていた。そのため、事務局の各部におい

ては残務作業に追われていた。事務局長も 9月7日以降は、元々の勤

務先に戻り、招致委員会には週に l、2回出勤する程度であり、事務局

は事務次長が専ら取り仕切っていた。

事務次長によれば、そのような中で、 9月下旬頃、北京の世界陸上

に関する会合等で接触のある電通関係者を通じて、タン氏から成功報

gこれに対し、招致に立候補した際の申請料の支払に用いられた口座は、招致委員会の口

座ではなく、東京都の口座であった。これは、その性質上、招致都市である東京都が支払

うべきと考えられたためである。

9，なお、招致委員会の清算人として資料を保管していた当時の専務理事のもとには、アジ

ア・中東のスポーツマーケティングに関する一般的な動向が記載された BT社により招致

成功後に作成されたと思しき文書も残されているが、 IOC委員の具体的な動向やIAAF等

の活動について特段の有用性のある内容のものではない。
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酬の支払を求める打診があった。

そこで、事務次長は、本件第l契約と同様に、他の契約書式を用い

て起案をし、顧問弁護士にレビュー・確認をしてもらい、 2通自の契

約(以下「本件第2契約J!;:V、う。)の契約書を作成した。 2通目の契

約書の主たる記載内容は以下のとおりである。

なお、事務次長としては、 2通目の契約書は、実質的には成功報酬

の支払のためのものであったものの、あくまでも口頭での合意にすぎ

ず、また、 1通目の契約書においてかかる成功報酬を前提にした記載

をしていなかったこと等から、 2遇目の契約書に成功報酬と記載する

ことはできなかった。そのため、 2通目の契約書においては、(監査等

への対応という点でも)2020年の招致活動を分析する報告書を作成す

ることを目的とした内容にすることとし、タン氏にもその旨伝え、詳

細な報告書を作成してもらうこととした。

①契約締結日:2013年 10月4日

②契約の有効期間:2013年 10月5日から同年 11月30日まで

③契約金額:137万5000米ドノレ

④支払期限:2013年 10月31日

⑤コンサルティングの範囲

A 招致活動における戦略及び結果の分析

IOCの最終総会及びそれに先立つ活動の分析並びに事後的命評価

の分析を 11月30日までに報告書で提出すること

B 東京での招致活動が成功した理由に関する情報収集

上記についても同期限までに報告書を提出すること

イ 決裁手続等

事務次長は、上記アの過程を経て、 10月5日に菓議書を起案し、決

裁手続を経て出金することとした。もっとも、上記ア記載のとおり、

招致委員会では、出向者のほとんどは9月初日をもって出向元に戻っ

ていたため、その時点で残っていた金融機関出身の招致委員会職員の

印を得たほかは、事務次長自身の決裁について押印をするとともに、

関連する部長の決裁を事務次長が代印し、その上で、事務局長、専務

理事及び理事長の決裁を得た。

上記過程で、理事長は、事務局長らから、概ね菓議書記載の説明を
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受けるとともに、その実質が成功報酬である旨も伝えられた。理事長

は、財務的に支払が可能か否か確認したところ、事務局長らから問題

ない旨の回答を得て決裁をした。

また、専務理事は、当時残務処理の責任者として多忙を極めていた

ところ、他に成功報酬的な契約をしていたコンサルタントもあったこ

とや予算的に問題がないという事務次長からの説明を受けて菓議書に

決裁をした。

ウ支払の実行

そして、上記イの決裁後の 10月 24日、招致委員会は、 BT社から

の同月 18日付けの請求書(支払期限同月 29日)に基づき、上記(3)ウ

と同じ口座から、最初の支払の時と同じBT社の口座に仕向送金した11

(の BT社からの報告書の概要

BT社は、招致委員会に対し、 rReporton Tokyo's Bidding for the IOC 

Olympic Games 2020j と題する報告書を提出した。間報告書は、 37頁に

わたる詳細なものであり、①招致活動の戦略及び結果に関する分析、②

東京の勝利の理由に関する情報から構成され、東京、イスタンブール及

びマドリードのIC活動及びR活動等が細かに分析され、また、東京の

勝因及び東京以外の都市の敗因、 IOC委員の具体的な投票行動及びその

背景等まで詳細に記述され、今後予想される様々な国際競技大会の日本

への招致の戦略立案にとって有用な内容であった。

8 招致委員会の清算処理について

上記 7(5)ア記載のとおり、招致委員会は、 9月7日の招致成功後、その

役割と目的を終え、専務理事、事務次長のほか、少数のスタッフが残って、

残務処理・清算手続を進めた。

10一部報道では、 10月24日に交付決定がなされたスポーツ振興くじ助成金が招致活動終

了後の申請であることから、 BT社への 2岡田の支払に利用されたのではないかとの指摘

もあった。しかし、招致活動終了後の申請となったのは、招致活動中に実際に実施し、一

且費用の支払を行った事業に対し、後で助成を受けたためにすぎない。さらに、助成金の

使途に関する規程上、その使途は広報事業に特定されており、他の目的で使用することは

そもそもできない。したがって、 BT社への支払1に使われることはなかった。
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また、招致委員会から各スタッフにはパーソナルコンピュータが支給さ

れていたところ、個人情報はもちろん招致に伴う様々な情報が含まれてい

ることからJ各担当者が出向元等に戻る前には、必要不可欠な情報(すな

わち、招致活動報告書作成のための情報等)以外は紙媒体を含めて全て廃

棄された。そして、上記必要不可欠な情報の確認を経た後に、各パーソナ

Jレコンピュータは、外部業者により廃棄処分された。

その後、 2014年 3月 31日社員総会の決議により招致委員会は解散され

-(同年4月2日解散登記)、同年7月 15日清算結了登記が経由された。

9 招致委員会の会計処理と監査法人等の関与

(1) 特定非営利活動法人としての通常の決算と監査法人等の関与

ア決算と計算書類

招致委員会は、2011年度(2011年9月 15日から 2012年3月31日)、

2012年度(2012年4月1日から 2013年3月31日)及び2013年度(2013

年4月 1日から 2014年3月31日)の3会計年度において特定非営利

活動法人としての通常の決算を行い、計算書類等を作成していた。

招致委員会は、 2011年9月 15日に札徹されたことから、 2011年度

の会計期間は9か月半となっている。

イ 監査法人等の関与

特定非営利活動法人としての計算書類に対しては、監査法人 (2011

年度及び2012年度)及び公認会計士 (2013年度)がそれぞれの会計

年度に関して「合意された手続J11を実施していた120

日合意された手続においては、監査と異なり、財務諸表又は計算書類全体の適正性に関す

る意見は述べられないが、監査と類似した検証手続が実泊される(ただし、合意された手

続実施結果報告書の利用は当事者聞に限られるため、同報告書は公表されない。)。

この点、そもそも、特定非営利活動法人に対しては、法令上監査が求められているわけ

ではないが、後記(2)のIOCに対する収支報告書への監査に加え、任意的に合意された手続
の実施を依頼したものである。

なお、前記第1の4(3)記載のステートメント等においては‘ BT社への支払について、監

査法人等により正式に監査を受けたものであるとされている。ここでいう「監査」には、

公認会計士による合意された手続も含まれると解されるところ、厳密には合意された手続

は監査ではないが、 BT社に対する支払に対する検証手続に関しては、それらに実質上の

違いはないと考えられる。
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合意された手続の検証手続は、招致委員会と監査法人等との契約書

に明記されており、 2011年度から 2013年度までの検証手続は概ね次

のとおりであった。

①金融機関、主たる債権者・債務者への確認状手続

②現金実査

③棚卸資産実査

④金額的重要性の高い固定資産に係る実査

⑤金額的重要性の高い取引に係る証葱資料の査閲

⑥カットオフ・テスト13

⑦支払利息・受取利息に係る再計算

③係争案件に係る弁護士への確認状手続

⑨補助元帳と総勘定元帳残高の突合

⑮合計試算表残高と貸借対照表及び収支計算書残高との突合

上記⑤に関しては、「一定金額」以上の取引について関連琵猿資料

(契約書、納品書、請求書、領収書等)が査閲され、取引の実在性及

び会計処理の適正性について検証されている。「一定金額」の基準は

年度ごとに異なるが、2013年度においては150万円以どどされており、

BT社への支払も検証の対象になっていた。

また、.2013年度の合意された手続実施結果報告書においては、「指

摘事項なし」との実施結果であった140

(2) IOCに対する収支報告書と監査法人による監査

ア IOCに対する収支報告書

招致委員会は、米ドノレで表示された英文の rs旬tementofIncome組 d

12なお、上記のとおり、 BT社への支払が行われた2013年度に合意された手続の実施者が

交代しているが、後記(2)のIOCに提出する収支報告書の監査について、招致活動終了時ま

で交代前の監査法人が継続して関与していることから、 2013年度における合意された手続

の実施者の交代に関して、招致委員会と監査法人との聞の意見の不一致等の問題があった

とは考えられない。

13計上すべき会計年度に計上されているかどうかの検証手続である。

14 2011年度についても「指摘事項なし」であり、 2012年度においては、契約書又は関連

証添書類がない取引があった点等の不備が指摘された。
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ExpenditureJ (以下「収支報告書Jという。)を IOCに提出している。

これは、招致都市に対してIOCが提出を求めている財務情報である150

この収支報告書における会計期間の Phase1は申請都市段階の期間

であり、PhaseIIは立候補都市となってから招致が確定した日までの期

間となっている。このため、前記(1)の招致委員会の特定非営利活動法

人としての通常の計算書類等と IOCに提出された収支報告書は会計期

聞が異なり、後者にはBT社に対する2回目の支払が含まれーていない。

イ 監査法人による監査

IOC基準は、収支報告書に対して招致都市から独立した監査人によ

る監査を求めている160 招致委員会は、これに基づき監査法人と監査

契約を締結し、監査報告書を受領している170 収支報告書に対する監

査法人の監査意見は、無限定適正意見であった180

σ) 招致確定日後の残務処理期間の会計処理

15 IOCが作成した rAudit and Reporting Guide自br也e2020 Applic血 tJC四 didateCi世田J(以下
rIOC基準」という。)によると、上記収支報告書の主な作成指針は次のとおりである。

①財務報告の基準はローカル基準とする(東京の場合は日本基準である。)。

②会計期間はPhase1 (2012年5月31日まで)と PhaseII (2013年9月7日まで)に分け

る。

③通貨は米ドルとする(各期間の平均為替レ}トを使用し為替差損益は損益計上とす

る。)。

なお、国際会計基準により会計処理がなされたという国会答弁及び報道があるが、上記

/ のとおり会計処理基準は日本基準であるから、脚注16のとおり国際監査基準により監査を

受けたことと混同等したものと考えられるJ
16 IOC基準は、監査について、以下のとおり規定している。

①監査基準は、国際監査基準を用いることとする。

②監査報告書提出期限は、PhaseIについては2012年12月31fl，PhaseIIについては2014

J 年3月31日とする。
17ただし、監査報告書の作成日は2014年6月16日となっており、上記のIOC基準上の提

出期限よりも後である。これは、 2012年度の合意された手続実施結果報告書において指摘

されたとおり、契約書や関連証添書類がない取引が多数あったこと等への対応に招致委員

会が時間を要したことから、 IOCに延長を要請し、承認されたものである。なお、同監査

報告書の第三者利用は制限されていることから、これは公表されていない。

18監査報告書が無限定適正意見となっており、2013年度の合意された手続実施結果報告書

においても指摘事項はなかったことから、 2012年度の合意された手続実施結果報告書にお

いて指摘されていた不備は、全期間を通じて改善されたものと考えられる。
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可。

2013年度においては、 9月7日に東京招致が確定したことから、同日

より後の期間は残務処理期間であった。前記3記載のとおり、招致活動

報告書においては、約 3億 7000万円が「残務処理・寄付等」として計上

されているが、当該金額は、上記残務処理期間の支出額である。前記7σ)

ウ及び(5)ウ記載のとおり、 BT社への支払は7月29日及び 10月24日に

行われたことから、招致活動報告書において、 1回目の支払は前記3記

載の「招致活動経費」に含まれているが、 2回自の支払は、「残務処理・

寄付等jに含まれている。

一方、 2013年度の特定非営利活動法人としての通常の計算書類におい

ては、招致活動報告書で「残務処理・寄付等jに含まれる支出は、それ

ぞれ該当する科目に振り分けられて計上されている。同計算書類におい

ては、 BT社に対する 1回目及び2回目の支払は「国際的な招致活動事

業J(計上額約 16億 5000万円、経常支出の部、事業費の内訳)に含まれ

ている。

第3 本件契約等の検証

1 本件契約内容(契約金額、成果等)

(1) 契約金額

前記第2の7(2)エ及び(3)認定のとおり、本件契約の実態は、(本件第 1

契約及び本件第2契約の各契約書の記載如何にかかわらず、)95万米ド

ノレを対価又は着手金として、 IAAF等とコネクションを持つタン氏にお

いて、アジア、中東及びlAAF等に関係する旧C委員の動向等?情報収

集を行い、かっ、日本への投票行動に繋がるような働きがけを含めたロ

ビーイング活動を行わしめるとともに、仮に東京招致が成功した場合に

は、その時点の招致委員会の財務状況に応じて最大で 137万5000米ドノレ

の成功報酬を支払うという条件付きのものであったと認めるのが相当で

ある。

上記を前提に、まず、本件契約の契約金額の相当性について検討する

に、招致活動報告書及び他の関係資料等によれば、招致委員会からコン

サルタントへの支払額の合計は少なくとも 11億数千万円程度となる。そ

して、この支払対象となるコンサルタント数は計 11名であるから、単純

に平均すると 1名当たり約 1億円となる。この点、本件第 1契約につい
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ては上記平均値を下回っており、相当性を欠くものとまではいえない。

しかし、本件第2契約の額を加算すると合計232万5000米ドルとなり、

上記平均値の倍以上の金額となってしまい、招致委員会がこれまでに締

結したコンサノセタントとの契約金額の平均値と単純に比較する限り、相

対的に高額であるというほかない。

もっとも、前記第2の5(3)認定のとおり、ロビーイング活動を行う国

際的なコンサルタントの場合には、契約金額の相場はないに等しく、ま

た、当該コンサルタントに対する非常に高い評価があり、かっ、効果的

なロピーイング活動が期待できるような場合には、億単位の報酬が付与

されることもある上、コンサルタントからの「言い値」によって契約さ

れることも少なくない。

特に本{牛第1契約が締結された7月1日頃は、 IOC総会の約2か月前

であり、前記第2の6(2)認定のとおり、イスタンブーノレが有利であると

する関係者も少なからずおり、また、同契約直後のローザンヌにおける

テクニカルブリーフィングでは、スペインのフェリペ皇太子の活躍に

よってマドリードが一歩抜きんでたと評価されるような状況であった。

すなわち、本件第1契約締結直前の各都市の状況は、まさに混沌を呈し

ていたというほかなく、いずれの立候補都市も確実な決定打を欠いてい

た。東京は今回が2016年招致に続いての2度目の招致であって、これま

でに相当の費用・労力をかけて招致活動を行ってきた。よって、招致委

員会内においては必ず東京招致に成功しないといけないという強い思い

があった(この点は、マドリードにおいてもイスタンブールにおいても

複数回目の招致であり、同様の思いがあったと推認される。)。そして、 8

月10日からの世界陸上は約30名のIOC委員が集まると考えられる最も

大きなEイベントであり、かっ、 IOC総会までの最後の E主催の国際

競技大会であったため、そこでのロピーイング活動が非常に重視されて

いた。

上記のような時期約な状況下において、 2015年の北京での世界陸上の

招致実績があるとされ、また、世界陸上に長年深く関わっている電通の

役職者から、タン氏は効果的なロピーイング活動が優れて期待できるア

ジアの有力な人物である旨が説明されている以上、事務局長らが、 BT

社を他の立候補都市に争奪されることを防止し、かっ、可及的速やかに
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ロビーイング活動を開始してもらうべく、 BT社と早期に契約を締結し

ようと考えて行動したことは理解できる選択といえる。

また、契約金額も最終的にはタン氏の「言い値」である約230万米ド

ルによって決せられているものの、事務局長らは、タン氏との交渉を経

て、 95万米ドノレを基本的な契約金額としつつ、東京招致が成功した場合

に限って(その時点の予算の範囲で)137万5000米ドルを上限に成功報

酬を支払う条件にまで「押し戻し」ていることに鑑みると、合計232万

5000米ドルという契約金額が(招致委員会における海外コンサルタント

との契約金額の平均値と比較して)相対的に高額であるという事実だけ

から、本件契約の契約金額が不当であるとまではいえない。

(わ 本件契約の成果.

次に本件契約の成果について検討する。

前記第2の5(2)認定のとおり、ロピーイング活動によって得られる情

報は極めて秘匿性の高いセンシティブな情報であり、かかる情報は口頭

によって報告されることも多い。また、どれだけ懸命かっ有用なロビー

イング活動をしてもそれが実際のIOC委員の投票行動に客観的に結びつ

いたことまで証明することはできず、その意味では、ロビーイング活動

による成果を評価することは非常に難しい面があるといわざるを得ない。

逆にいえば、ロピーイング活動というものは、その性質上、具体的な成

果を客観的に計測しにくい側面を有するものといえる。

もっとも、本件契約においては、本件第 2契約の監査等との関係上、

(その実質は成功報酬的なものであったものの)改めて BT社に詳細な

報告書の提出を求め、現にかかる報告書が提出され、これが残されてい

る。そして、間報告書の概要は、前記第2の7(の認定のとおりであり、

IOC委員の具体的な投票行動及びその背景等に詳細に言及していること

等からみて、タン氏が、極めて秘匿性の高い情報を入手できる立場にあっ

たことは事実のようであり、 IOC委員等に関するこれほどの情報網を持

つこと自体、ロビーイング、コンサルタントとして相当の評価に値するも

のといえる。これに加え、前記第2の7(2)ウ認定のとおり、電通の役職

者がタン氏が 2015年の北京での世界陸上の招致実績があると述べてい

ることも勘案するど、かかる供述等を前提にする限り、タン氏がこれら
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の情報に基づく相応のロビーイング活動を行っていたことが推認される。

もっとも、 BT社が有しており、上記報告書等に記載された上記情報

をタン氏がどのように具体的なロピーイング活動に用いたのか、あるい

は、 IOC委員の実際の投票行動に具体的にどう結びついたのかは(タン

氏本人からのヒアリングができなかった以上)本件調査によっても不明

というほかない190

2 .契約締結過程の検討

次に本件契約の締結過程について検討する。

そもそも、招致委員会におけるコンサルタントとの聞の契約手続は、前

記第2の7(1)認定のとおりであり、本件においても前記第2の7σ)イ及び

(5)イ認定の決裁手続がなされており、その点をみる限り、契約手続自体は

招致委員会の運用に従った菓議・決裁が行われている20。また、本件第 1

契約を締結した当時の招致活動状況やIAAFに関する情報を最も有してい

る電通の役職者から得た情報等に鑑みると、本件契約を締結する至急の必

要性があったと認められる。

しかし、本件契約は、上記 1(1)記載のとおり、海外コンサルタントの契

約金額の平均値と比較して相対的に高額な契約であって、そのことは招致

委員会の予算を取り仕切っていた事務局長らは十分認識していたはずであ

る。それにもかかわらず、本件第1契約の決裁の際、理事長に対し、菓議

目前記第2の1(3)ア及び関係者の供述からすれば、タン氏は、 GoalUp!の事業が奏功しな

かったことから、 BT社を立ち上げ、スポーツコンサルテイングの経験並びに英語及び中

国語の能力を生かして、 2010年には世界陸上の北京招致に携わり、その後、 2015年まで北

京世界陸上の組織委員会に関与して、パパ・マッサタ・ディアク氏との関係を強めたこと、

また、その人脈を武器にAAAとの契約も獲得し、 2014年にはBT社から SA社へと活動す

る会社を切り替えたこと、他方で、 2015年 11月以降、ロシアのドーピングに関する報道

により、スポーツコンサルティング業を続けられなくなり、 2016年に全く別の旅客運送業

を始めるに至ったことが推認され、以上の限度で、タン氏の実績はうかがえる。

20なお、招致委員会経理規程第 28条によれば、財産の買入れ・物件の買入れ・財産の売

払いに係る契約以外の契約で、予定価格が 100万円以土のものについては、原則として 5

人以上の者から見積書を徴することが定められていたが、前記第2の5認定のコンサルタ

ント契約の性質上、特に個人のノウハウ等に依拠する非代替的債務の提供であったことか

ら、上記第28条における「原則の例外」に該当するものとして見積等の徴求はしていなかっ

た(そもそも契約の性質上徴求できなかった。)。
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書記載の内容及び電通からの推薦があったとと等を説明したものの、本件

契約金額が全体として成功報酬込みの約230万米ドルであることまで説明

をしなかったことは手続が不十分であったといわざるを得ない。

第4 総括

1 関係者の認識とその評価等

本件契約の適法性及びIOC倫理規程との関係を論ずるに当たり、関係者

の認識が重要となるので、との点をまず検討する。

上記第3の2記載のとおり、事務局長らは、本件第1契約の決裁におい

て、理事長に対し、菓議書記載の内容及びタン氏が2015年の北京での世界

陸上の招致実績があり、かっ、これを電通が認めている旨の説明を行って

おり、理事長もかかる認識の下で本件第 l契約の締結に決裁をしている。

また、事務局長らは、本件第2契約の決裁において、理事長及び専務理事

に対し、裏議書記載の内容を説明し、また、少なくとも理事長に対しては、

L成功報酬的な意味合いもある旨の説明を行い、理事長及び専務理事はかか

る認識の下で本件第2契約の締結の決裁をしている。他方で、前記第2の

4記載のとおり、招致委員会関係者は、後記4記載の「オリンピック関係

者」等への贈与の禁止を含むIOCの規程を十分認識していた。

このように、上記の関係者の認識はそれぞれ上記の限りであって、有能

なコンサノレタントに対するコンサルタント料として支払われた上記金員が

その後にどのように使われたのかは、知る由もなかったといえる。

また、理事長及び専務理事に関しては、報道等されているようなタン氏

とパパ・マッサタ・デ、イアク氏との関係については全く認識がなかったと

認められる。他方、事務局長らについては、前記第2の7(2)ウ記載のとお

り、電通の役職者から、タン氏が2015年の北京での世界陸上の招致実績が

あること及び今後 IAAFに関して相応の影響力を行使し得る立場にあるこ

と等を説明されていた。しかし、上記認識を超えて、タン氏がラミン・ディ

アク氏の息子であるパパ・マッサタ・ヲィアク氏と報道されているような

事実関係、すなわち、タン氏とパパ・マッサタ・ディアク氏との聞に親交

があるとか、ましてや、 7月 16日及び同月 25日に購入したとされる高級

腕時計等の代金が、招致委員会による本件契約代金の振込先である BT社

名義の口座から支払われたなどという事実についてまでは(当調査チーム
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の収集した全証拠によっても)これを認識し、又は認識することができた

とは認められない21。

2 本件契約の適法性

前記第2記載の認定事実及び前記第3記載の検討結果並びに上記1の関

係者の認識とその評価を踏まえて、本件契約の適法性について検討する叱

前記第 3記載のとおり、本件契約は、 9月 7日の IOC総会及び 8月 10

日に開幕するモスクワでの世界陸上を控えた招致活動が最も重要となる時

期における、 2015年の北京での世界陸上の招致実績があり、 IAAF関係者

等とのコネクションがあると考えられるタン氏との聞のコンサルタνト契

約でありお関係者の供述に加え、その成果等に照らしでも、本件契約が架

空の契約であったとか、およそ実体のない契約であったと認めるに足りる

証拠はない。もちろん、本件契約における合計232万 5000米ドノレという契

約金額自体は、海外コンサルタントの契約金額の平均値と比較すると相対

的に高額ではあったことは事実である。しかし、前記第2の5記載の招致

活動におけるコンサルタントの特性に鑑みると、契約金額としておよそ妥

当性を欠くものとまでは一概にはいえず、また、契約の法的効力に影響を

21なお、タン氏とパパ・マッサタ・ディアク氏との関係性の顕在化という点のみに着目す

るとすれば、パパ・マッサタ・ディアク氏とタン氏が取り仕切る SA宇土の設立、そしτ、
問中土とAAAとの聞における契約の締結が実現した2014年2月の時期が、両者の関係が本
格的に緊密化し、しかもそれが一定の調査をすれば外部からも認知可能になった時期であ

ると考えられる。実際にも、その後の同年3月には、ラミン・ディアク氏側lからのドーピ

ングの操消し資金の返還とされる送金に、 BT社の口座が使われるにまで至っている。

22 BT 社~;::，対する支払は、前記第 2 の 9 記載のとおり、監査又は合意された手続の対象に
含まれていた。このような契約相手への支払に対する監査法人等による検証手続は、一般

に取引の実在性、網羅性、(計上科目及び金額等の)正確性及び期間帰属(取引計上年度)

の妥当性等の観点から実施される。

本件において実施された合意された手続では、このうち網羅性(記帳されていない取引

がないこと)は検証の目的にはなっていない。また、実在性の検証においては、取引が事

実無根ではないか、取引の当事者聞において債権債務が確定しているか等を検証の目的と

するが、監査及び合意された手続のいずれにおいても、取引の適法性を判断することは求

められていない。このため、 BT社への支払に関しては、監査法人等による検証の対象に

はなっていたが、本件契約の適法性についての検証は行われていなかったと判断される。

したがって、当調査チームは、本件契約の適法性について独自に検討する。
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及ぼすような事由の存在も認められない。したがって、本件契約が日本の

民事法上、違法であると評価され、無効となる余地はないというべきであ

る。

次にBT社に232万5000米ドソレを支払って、‘本件契約を締結したことに

1 ついて、日本の刑事法上問題となり得る余地があるか検討する。

この点、贈賄罪については、日本の刑法上、民間人に対しては成立する

余地がない(特別刑法上も、例えば会社法上の贈賄罪は、日本の株式会社

の取締役等に対するものであることを前提としているので、やはり対象に

ならない。)23。

日本の刑事法上問題となり得るとすれば、背任罪しかないと考えられる

ところ、背任罪は、「他人のためにその事務を処理する者が、自己若しくは

第三者の利益を図り又は本人に損害を加える目的で、その任務に背く行為

をし、本人に財産上の損害を加え」ることが構成要件となっている。この

点、本件契約に関する関係者の認識は、前記l記載のとおりであって、背

任罪の定める「自己若しくは第三者の利益を図り又は本人に損害を加える

目的」に該当することはおよそ考えられない。

以上のとおり、本件契約は、日本法上、民事上・刑事上のいずれも違法

と解される余地はなく、適法であることは論を侯たない240

3 招致委員会内部におけるコミュニケーション

前記第3の2記載のとおり、本件契約の締結過程は、招致委員会の決裁

手続文は運用に則ったものといえ、その限りでは問題がない。

しかしながら、前記第3の2記載のとおり、本件第1契約の契約の実態

が成功報酬を別途支払うものであることの事前の説明がなされなかったこ

とには、疑問を呈さざるを得ないところである。

この点、事務局長らは、①電通の説明を受けて、招致成功のためにはタ

坦なお、フランス刑法上は、民間人に対する場合でも贈賄罪が成立する余地があるものの、

本件契約に関する関係者の認識は前記I記載のとおりであるから、フランス法上も招致委

員会関係者に贈賄罪は成立しないと考えられる。

到なお、地方自治法との関係でも、公金の支出がない以上、財務関係の規定違反が発生す

る余地はない。
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ン氏との聞で早期に契約をすることが不可欠であると考えた。その上で、

②契約を二つに分けることによって 1通の契約金額を当初の想定予算の範

囲内に抑えることができ、かっ、招致に成功して成功報酬を求められた際

に予算枠がたかった場合に減額等の交渉をする余地を残すことができると

も考えた。さらに、③招致活動のピーク時において、理事長や専務理事に

負担をかけることなく、実務担当者において(電通に確認の上ではあるが)

契約締結を早期に進めたほうが良いと判断したとも推察される。

招致のために良かれと患ってなされたものとはいえ、上記のような行動

がなされた背景事情としては、招致委員会が、前記第2の3認定のとおり、

東京へのオリンピック・パラリンピック招致目的という点では明確な目標

がその構成員によって共有されていたものの、組織という点では、いわば

寄り合い所帯‘的な雰囲気を呈していたことは否めなかったため、「通常の組

織であればなされて然るべき相互の意思疎通が十分になされていなかった

ということを指摘することができょう。

4 IOG倫理規程との関係

2020年オリンヒ。ック・パラリンピック招致において適用されていたIOC

倫理規程の一部をなす「オリンピック競技大会開催全希望都市に適用され

る行動規範J第9条(贈与)は、「オリンピック関係者又はオリンピック競

技のEに対して、いかなる贈与を行なってはならず、オリンピック関係者

文はオリンピック競技のEはいかなる贈与を受け取ってはならない。また、

有益供与ゃいかなる種類の有益供与の約束も行うととはできない。都市及

び都市の属する国の NOC並びに、立候補都市の代表者又は立候補支援者

は全てこの禁止事項を尊重しなければならない。同じ原則が、都市と第三

者、特に IOC承認のメディアと団体との関係に適用される。」と規定して

いる。

しかし、「オリンヒ。ツク関係者J等への贈与の認識がなかったことについ

ては、前記l記載のとおりである以上、実際に「オリンヒ。ツク関係者」等

への金銭等の利益供与がなされたか否かを認定するまでもなく、少なくと
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も招致委員会が当該規定広違反していないことは明らかである250

なお、当該規定以外に、 IOC憲章等のIOCの規程の中で、本件において

問題となり得ると考えられるものは特段見当たらなかった。

5 まとめ

(1) 本件コンサルタント業務

当調査チームが設置された目的は、招致委員会のBT社との簡の本件

コンサルタント業務について検証することにあった。そしてそのために、

34名に上る関係者に対するヒアリングを行うとともに、関係資料の検討

やデ、ジタノレフオレンジック等も行った。さらに、 BT社やその代表者で

あるタン氏の真の姿を明らかにするため、シンガポールでの現地調査も

行った。

かかる調査の結果、関係者の供述や証拠から明らかにできたことは以

下のとおりである。すなわち、本件第 1契約が締結される直前において

25前記第 Iの4(1)記載の WADAのレポートの内容が、上記規定に違反する事実を摘示す

るものであるかどうかについて念のため検討すると、まず、そもそも、当該内容はあくま

で伝聞情報であり、その真偽についてWADA自身は精査をしていない。

その上で、多くの関係者によれば、当該レポートに記載されている内容は、おそらく、

招致委員会等ではなく日本企業が、ス知ンサーとしてダイヤモンドリーグ又はlAAFに400

万米ドルから 500万米ドルを支払ったととを意味していると考えられる。この点、 2000年

頃以降、複数の日本企業がスポンサーとして多額の金員をlAAFに支払っているが、それ

は上記規定との関係で何ら問題視されるべきものではない。

また、関係者によれば、lAAFへのスポンサー料は、400万米ドルから 500万米ドルといっ

た金額よりも遥かに多額である。他方で、ダイヤモンドリーグのスポンサー料は概ね 400

万米ドルから 500万米ドルであるが、事実としてダイヤモンドDーグのスポンサーとなっ
ている日本企業はない。すなわち、当該レポートに記載されている内容については、その

意味でも事実と異なるものであり、当該レポートに記載されている内容自体の信還性は低

いといわざるを得ない。

なお、BlackTidingsという名称については、上記のWADAのレポートに fBlackTidingsin 

郎ndimeans Black Marketing or to Launder Black Money.Jという記述があり、かっ、それに

依拠した報道が複数みられる。しかし、本件調査において、 fBlackTidingsJがヒンディー

語で fBlackM町ketingJ又は fto Launder Black Money Jという意味を有するということは

確認できなかったロ他方で、前記第2の1(3)アのとおり、との名称は音楽ビジネスのため

にタン氏が2005年から使っているものであり、本件のためにマネーロンダロングを暗に意

味するものとしてこの名称が使われたということはおよそ考えにくい。
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は、いずれの立侯補都市も確実な決定打を欠いていた一方で、 2013年9

月7日の IOC総会直前の 8月 10日開幕のモスクヲでの世界陸上は、招

致活動の最大の山場になると予想されていた。そうした時期に、タン氏

が代表を務める BT社からの売り込みがあり、電通の役職者から、 2015

年の北京での世界陸上の招致実績があり、IAAF関係者等との2ネクショ

ンがあると考えられるタン氏の実力についての情報もあったことから、

アジア、中東及びIAAF等に関係する IOC委員の動向等の情報収集を行

い、かっ、日本への投票行動に繋がるような働きかけを含めたロビーイ

ング活動を行わしめる本件契約が締結された。

もっとも、タン氏から提示された契約金額は想定予算を大きく超える

ものであった。しかし、招致成功のためには早期に契約をすることが不

可欠であると考えられたため、契約を二つに分けるとともに、本件第 1

契約には成功報酬について記載しないことで、 1通の契約盆額を当初の

想定予算の範囲内に抑えつつ、招致に成功して成功報酬を求められた際

に予算枠がなかった場合に減額等の交渉をする余地を残すという方法が

採られた。その結果、本件第2契約は形式的広は招致活動における戦略

及び結果の分析や東京の勝因分析に関する報告書の作成が目的とされた。

そして、実際にも、 IOC委員の具体的な投票行動及びその背景等まで記

述された詳細な報告書の提出もなされている。

また、本件第1契約の締結の前後は招致活動のピーク時であり、招致

委員会内においてロピーイング活動を担当していた理事長も専務理事も

日本をほとんど不在にしていた。そのため、現実の契約交渉や実質的な

契約締結作業は、事務局長らにより行われ、実質的に理事長や専務理事

が事後に了承する形となった。

ο) 検証

当調査チームは、招致委員会関係者が、「オリンピック関係者」等への

贈与の禁止を含むIOCの規程を十分認識し、また、本件契約の際にも「オ

リンピック関係者」等への贈与の認識を何ら有していなかったと認定す

る。そうである以上、こうした本件契約の内容や締結過程が何らかのわ

が国の法律に違反するということはないと結論付ける。また、フランス

刑法上犯罪を構成するものではなく、さらに IOC倫理規程への違反も見
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出すことはできないと結論付ける。実際、上記のとおり詳細な報告書が

提出されたこと等からみて、タン氏は極めて秘匿性の高い情報を入手で

きる立場にあり、これに基づく相応のロビーイング活動を行っていたこ

とが推認される。

しかし、本件契約の金額が、海外コンサルタントの契約金額の平均値

である約1億円に比して相対的に高額な合計232万5000米ドルであるに

もかかわらず、本件第1契約の実態が成功報酬を別途支払うものである

ととの事前の説明が理事長の最終的な決裁の際になされなかったことに j 

は、手続の透明性という観点から、一定の問題がある。そしてその背景

として、招致委員会が、東京へのオリンヒ。ック・パラリンピック招致目

的という点では明確な目標がその構成員によって共有されていたものの、

組織という点では、いわば寄り合い所帯的な雰囲気を呈していたことは

否めなかったため、通常の組織であればなされて然るべき相互の意思疎

通が十分になされていなかったということを指摘することができょう。

その結果、本件契約に関しては、その内容や締結過程につき、内外か

ら様々な疑惑や疑念を抱かれることとなってしまった。そのような疑惑

や疑念の遠因が、手続の透明性の不足、組織内における相互の意思疎通

の不足という点にあるとすれば、招致委員会にとって反省すべき点が

あったことは否定できないといえよう。

(3) 今後に向けて

そのような観点から、当調査チームとしては、コンサルタント契約の

締結においては以下のような体制を採るべきであったと考える。すなわ

ち、招致活動等におけるコンサルタント契約というものが、その性質上、

高額なものになりがちであると同時に、その成果や結果が客観的に計測

可龍なものではない以上、後において無用の疑惑や疑念を抱かれないよ

うに、その選考過程の透明性の確保を制度化するということである。具

体的には、コンサルタントの選考のための内部的組織を構築し、その時

点においては戦略上秘密とせざるを得ないことがあるにしても、招致活

動終了後の然るべき時に説明を求められた際には、しっかりとした根拠

をもって説明が可能なような体制を整えるということである。こうした

体制は、最近、 IOCがIOC倫理規程のImplementingProvisionsのーっと

40 



して、 rRulesof Conduct for也eCandida旬reProcess 01ympic Games 2024J 

を発表し、その第5条において、 2024年オリンピック・パラリンピック

招致活動からは、各都市が契約ョしようとする全てのコンサルタントにつ

きIOCへの事前登録を義務付け、しかも、かかる登録情報を全て公表す

るという新たな方針を打ち出したこととも整合的である。

また、同条は、 2024年オリンヒ。ック・パラリンピック招致活動から、

登録されるコンサルタントに贈収賄禁止規定を含む規程の遵守等の宣言

を義務付けている。これは、実質的には、コンサルタント契約の中に贈

収賄防止条項を置くことと同義であるといえる。屋上屋を重ねるようで

はあるが、当調査チームとしては、今後は、コジサルタント契約の中に

贈収賄防止条項が置かれることも考慮されるべきであると考える。この

ことは、 2013年当時は別にして、現在においては当然祝されている国際

法務におけるコンブライアンスのための実務慣行でもある。

わが国においては、今後も様々な形で国際的なスポーツイベント等の

招致活動が行われることが予想される。そして、コンサノレタシトと契約

する際にかかる選定体制・契約内容を採用するべきことは、本招致委員

会に対してのみならず、将来のそうした招致活動においても考慮される

べきものであると考えられる。特に、国民的期待・関心が高いオリンピッ

ク・パラリンヒーックの招致活動においては、この点に十分な配慮がなさ

れるべきであった。そのように、当調査チームは結論付ける。

以上

^ 
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(別紙)

日付は全て2016年のものである。略語は報告書本文に従う。

5月25日 当調奈チーム設置

5月26日 第1因調査チーム会議

2013年当時のデータが残っている可能性のあるパーソナルコン

白ピュー夕、携帯電話等に改変を加えないよう関係者に要請

6月 1日 第2回調査チーム会議

6月2日 同日から B月25日までデ、ジタノレフオレンジック等実施

6月8日 第3回調査チーム会議

6月 16日 第4回調査チーム会議

6月22日 関係者ヒアリング

6月24日 関係者ヒアリング

6月28日 関係者ヒアリング

6月29日 関係者ヒアリング

7月6日 第5回調査チーム会議

7月 12日 関係者ヒアリング

7月 13日 関係者ヒアリング

7月 15日 関係者ヒアリング

7月22日 関係者ヒアリング (2名)

7月25日 関係者ヒアリング

7月27日 第6回調査チーム会議

関係者ヒアリング

7月28日 関係者ヒアリング (3名)

7月30日 Goa! Up!、BT社兼Uberhan、SA社、タン氏の現住所訪問

関係者ヒアリング (4名)

7月31日 Goa! Up!、BT社兼Uberhan、タン氏の現住所訪問

8月1日 Goa! Up!、BT社兼Uberhan、タン氏の現住所訪問

関係者ヒアリング (5名)

B月2日 BT社兼Uberhan、タン氏の現住所訪問

8月4日 関係者ヒアリング



8月5日 関係者ヒアリング

8月 8日 関係者ヒアリング

8月9日 第7回調査チーム会議

8月 15日 関係者ヒアリング

8月 16日 関係者ヒアリング (2名)

8月 17日 関係者ピアリング ヨ

8月 18日 第 8回調査チーム会議

8月 19日 関係者ヒアリング (2名)

8月20日 関係者ヒアリング (3名)

8月23日 関係者ヒアリング

8月25日 関係者ヒアリング

8月26日 第9回調査チーム会議

8月29日 第 10因調査チーム会議

8月30日 第 11因調査チーム会議

以上

• 
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